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 水産政策審議会 会長 

       山川 卓 殿 

 

 

 

                  農林水産大臣  野上 浩太郎 

 

 

 

資源管理基本方針（令和２年農林水産省告示第 1982 号）の一部改正（すけと

うだら太平洋系群、すけとうだら日本海北部系群、すけとうだらオホーツク

海南部、すけとうだら根室海峡、するめいか及び大西洋くろまぐろの別紙の

追加等）について（諮問第 347 号） 

 

 漁業法（昭和 24 年法律第 267 号）第 11 条第５項の規定に基づき、資源管理基本方

針を別紙のとおり改正したいので、同条第６項において準用する同条第３項の規定に

基づき、貴審議会の意見を求める。 
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資源管理基本方針 追加される別紙２の概要                                  資料２－２ 

1 
 

  別紙２－８ すけとうだら太平洋系群 

管理年度  ４月１日から翌年３月末日まで 

資源管理の目

標 

○目標管理基準値 228千トン（最大持続生産量を達成するために必要な親魚量） 

○限界管理基準値 151千トン（親魚量の過去最小値） 

○禁漁水準値     60千トン（漁獲圧力を、最大持続生産量を達成する漁獲圧力に 0.8 を乗じた値に下げたとしても、

10年間漁獲し続けた場合に、目標管理基準値まで回復する確率が 50％を下回るおそれがある親魚量） 

漁獲シナリオ  ○親魚量が令和 13年に、少なくとも 50％の確率で、目標管理基準値を上回るよう、漁獲圧力を調整 

○令和３年～令和５年まで：漁獲可能量 17 万トン（相当する漁獲圧力が、最大持続生産量を達成する漁獲圧力を超過す

ることが見込まれる場合には見直し） 

○令和６年から令和 13年まで：当該管理年度の資源量に以下の漁獲圧力をかけたものを漁獲可能量とする。 

① 親魚量の値が限界管理基準値を上回っている場合：最大持続生産量を達成する漁獲圧力×0.9 

② 親魚量の値が限界管理基準値を下回っている場合：①から③まで直線的に削減 

③ 親魚量の値が禁漁水準値を下回っている場合：        ０ 

○資源評価対象海域外からの資源の大量来遊による漁獲可能量の追加（漁獲の状況が一定の条件を満たした場合に１万

トンを追加し、翌年、当該管理年度及び翌管理年度の生物学的漁獲可能量を再計算し、翌管理年度の漁獲可能量を変更） 

大臣管理区分

とその管理 

○すけとうだら太平洋系群沖合底びき網漁業    （漁獲量の総量の管理） 

○すけとうだら太平洋系群その他大臣許可漁業（現行の水準以上に漁獲量を増加させない管理） 

漁獲可能量の

配分の基準 

○平成 29 年から令和元年までの漁獲実績の平均値に基づく比率を用いて比例配分することを基礎とし、配分を受ける者

の間で別段の合意がある場合には、当該合意による数量を用いて、配分量を算出 

○全体の漁獲量のうちおおむね 80％の漁獲量を構成する漁獲量上位の都道府県については、原則として配分数量を明示

（該当しない都道府県については、「現行水準」による配分） 

○都道府県別漁獲可能量及び大臣管理漁獲可能量の超過分は、翌管理年度から差し引き（翌管理年度以降に分割も可） 

※ 都道府県知事から農林水産大臣に報告する事項、漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項、その他資源管理に関

する重要事項については、これまでの特定水産資源（さんま、まあじ、まいわし等）と同様の規定。 

47



 

2 
 

  別紙２－９ すけとうだら日本海北部系群 

管理年度  ４月１日から翌年３月末日まで 

資源管理の目

標 

○目標管理基準値 380千トン（最大持続生産量を達成するために必要な親魚量） 

○限界管理基準値 171千トン（最大持続生産量の 60％を達成するために必要な親魚量） 

○暫定管理基準値 171千トン（限界管理基準値と同値） 

○禁漁水準値           25千トン（最大持続生産量の 10％が得られる親魚量） 

漁獲シナリオ  ○親魚量が令和 13年に、少なくとも 50％の確率で、暫定管理基準値を上回るよう、漁獲圧力を調整 

○親魚量が令和 23年に、少なくとも 50％の確率で、目標管理基準値を上回るよう、資源再建計画の達成状況等を踏まえ

て、漁獲シナリオの検討を進める 

○当該管理年度の資源量に以下の漁獲圧力をかけたものを漁獲可能量とする。 

① 親魚量の値が限界管理基準値を上回っている場合：最大持続生産量を達成する漁獲圧力×0.9 

② 親魚量の値が限界管理基準値を下回っている場合：①から③まで直線的に削減 

③ 親魚量の値が禁漁水準値を下回っている場合        ：０ 

大臣管理区分

とその管理 

○すけとうだら日本海北部系群沖合底びき網漁業      （漁獲量の総量の管理） 

○すけとうだら日本海北部系群その他大臣許可漁業  （現行の水準以上に漁獲量を増加させない管理） 

漁獲可能量の

配分の基準 

○平成 29 年から令和元年までの漁獲実績の平均値に基づく比率を用いて比例配分することを基礎とし、配分を受ける者

の間で別段の合意がある場合には、当該合意による数量を用いて、配分量を算出 

○全体の漁獲量のうちおおむね 80％の漁獲量を構成する漁獲量上位の都道府県については、原則として配分数量を明示

（該当しない都道府県については、「現行水準」による配分） 

○漁獲可能量の未利用分については、当初の漁獲可能量の５％を上限に翌管理年度に繰り越し、数量明示区分ごとの未

利用分の数量の比率を用いて各数量明示区分に比例配分 

○都道府県別漁獲可能量及び大臣管理漁獲可能量の超過分は、翌管理年度から差し引き（翌管理年度以降に分割も可） 
   

※ 都道府県知事から農林水産大臣に報告する事項、漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項、その他資源管理に関

する重要事項については、これまでの特定水産資源（さんま、まあじ、まいわし等）と同様の規定。 
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3 
 

  別紙２－10 すけとうだらオホーツク海南部 

管理年度  ４月１日から翌年３月末日まで 

資源管理の目

標 

○沖合底びき網漁業のうち、かけまわし漁法による単位漁獲努力量当たりの漁獲量（１日の総漁獲量に占めるすけとう

だらオホーツク海南部の割合が 50％以上の操業における１操業当たり漁獲トン数をいう。）を、平成８年から令和元年ま

での平均水準とされた値（令和２年資源評価において 3.41トン／操業） 

（主分布域や産卵場が我が国の漁船や調査船により情報が得られる水域になく、資源全体の把握が困難なため、法第 12

条第２項の規定に基づき、同条第１項と異なる目標を定める。） 

漁獲シナリオ  ○我が国の漁船による漁獲の状況等を踏まえて、我が国漁船の操業水域に分布する資源の最適利用が図られるよう漁獲

を管理 

○資源状況が良好な場合に対応できる数量として、近年の最大漁獲量を考慮して漁獲可能量を算定 

大臣管理区分

とその管理 

○すけとうだらオホーツク海南部沖合底びき網漁業      （漁獲量の総量の管理） 

○すけとうだらオホーツク海南部その他大臣許可漁業  （現行の水準以上に漁獲量を増加させない管理） 

漁獲可能量の

配分の基準 

○平成 29 年から令和元年までの漁獲実績の平均値に基づく比率を用いて比例配分することを基礎とし、配分を受ける者

の間で別段の合意がある場合には、当該合意による数量を用いて、配分量を算出 

○配分の対象となる都道府県は、北海道とし、「現行水準」による配分 

○都道府県別漁獲可能量及び大臣管理漁獲可能量の超過分は、翌管理年度から差し引き（翌管理年度以降に分割も可） 

※ 都道府県知事から農林水産大臣に報告する事項、漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項、その他資源管理に関

する重要事項については、これまでの特定水産資源（さんま、まあじ、まいわし等）と同様の規定。 
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4 
 

  別紙２－11 すけとうだら根室海峡 

管理年度  ４月１日から翌年３月末日まで 

資源管理の目

標 

○すけとうだら固定式刺し網漁業による単位漁獲努力量当たりの漁獲量（操業隻日数当たり漁獲トン数をいう。）を、昭

和 55年から令和元年までの間に最低とされた値（令和２年資源評価において 0.71トン／隻日） 

（主分布域が我が国の漁船による情報が得られる水域になく、資源全体の把握が困難なため、法第 12条第２項の規定に

基づき、同条第１項と異なる目標を定める。） 

漁獲シナリオ  ○我が国の漁船による漁獲の状況等を踏まえて、我が国漁船の操業水域に分布する資源の最適利用が図られるよう漁獲

を管理 

○資源状況が良好な場合に対応できる数量として、近年の最大漁獲量を考慮して漁獲可能量を算定 

大臣管理区分

とその管理 

○すけとうだら根室海峡大臣許可漁業（現行の水準以上に漁獲量を増加させない管理） 

漁獲可能量の

配分の基準 

○平成 29 年から令和元年までの漁獲実績の平均値に基づく比率を用いて比例配分することを基礎とし、配分を受ける者

の間で別段の合意がある場合には、当該合意による数量を用いて、配分量を算出 

○配分の対象となる都道府県は、北海道とし、配分数量を明示 

○都道府県別漁獲可能量及び大臣管理漁獲可能量の超過分は、翌管理年度から差し引き（翌管理年度以降に分割も可） 

※ 都道府県知事から農林水産大臣に報告する事項、漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項、その他資源管理に関

する重要事項については、これまでの特定水産資源（さんま、まあじ、まいわし等）と同様の規定。 
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5 
 

  別紙２－12 するめいか 

管理年度  ４月１日から翌年３月末日まで 

資源管理の目

標 

○水研機構において、単年魚であるするめいかの特性や分布域等が変動している状況を踏まえ、資源評価の手法の改良

を進めることとしており、令和３年の資源評価の結果を踏まえて、目標管理基準値及び限界管理基準値を定める 

漁獲シナリオ  ○令和３年の資源評価の結果、関係国の漁獲状況及びこれらの国の管理への取組状況並びに資源管理の方針に関する検

討会の議論を踏まえて、漁獲シナリオを定める 

○令和３年の漁獲可能量は、暫定的に、令和２年と同じ 57,000トンとする 

大臣管理区分

とその管理 

○するめいか沖合底びき網漁業            （漁獲量の総量の管理） 

○するめいか大中型まき網漁業            （漁獲量の総量の管理） 

○するめいか大臣許可いか釣り漁業    （漁獲量の総量の管理） 

○するめいか小型するめいか釣り漁業（漁獲量の総量の管理） 

○するめいかその他大臣許可漁業        （現行の水準以上に漁獲量を増加させない管理） 

漁獲可能量の

配分の基準 

○平成 27 年から平成 29 年までの漁獲実績の平均値に基づく比率を用いて比例配分することを基礎とし、配分を受ける

者の間で別段の合意がある場合には、当該合意による数量を用いて、配分量を算出 

○全体の漁獲量のうちおおむね 80％の漁獲量を構成する漁獲量上位の都道府県については、原則として配分数量を明示

（該当しない都道府県については、「現行水準」による配分） 

○都道府県別漁獲可能量及び大臣管理漁獲可能量の超過分は、翌管理年度から差し引き（翌管理年度以降に分割も可） 

※ 都道府県知事から農林水産大臣に報告する事項、漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項、その他資源管理に関

する重要事項については、これまでの特定水産資源（さんま、まあじ、まいわし等）と同様の規定。 
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6 
 

  別紙２－13 大西洋くろまぐろ（西大西洋海域）  別紙２－14 大西洋くろまぐろ（東大西洋海域） 

定義  大西洋くろまぐろのうち、西大西洋海域（地図参照）で漁

獲されるもの（外国等に対する割当てに係るものを除く） 

大西洋くろまぐろのうち、東大西洋海域（地図参照）で漁

獲されるもの（外国等に対する割当てに係るものを除く） 

管理年度  ８月１日から翌年７月末日まで  ８月１日から翌年７月末日まで 

資源管理の目

標 

○大西洋まぐろ類保存国際委員会（ＩＣＣＡＴ）での合意

に従い、最大持続生産量を達成するために必要な資源量水

準 

○大西洋まぐろ類保存国際委員会（ＩＣＣＡＴ）での合意

に従い、加入量当たりの漁獲量を表す曲線における原点の

傾きの 10 分の１以下となる漁獲圧力とすることで達成さ

れる資源量水準 

漁獲シナリオ  ○ＩＣＣＡＴでの合意に従い、最大持続生産量を達成する

漁獲圧力の水準の代替として、加入量当たりの漁獲量を表

す曲線における原点の傾きの 10 分の１となる漁獲圧力 

 

○ＩＣＣＡＴでの合意に従い、最大持続生産量を達成する

漁獲圧力の水準の代替として、加入量当たりの漁獲量を表

す曲線における原点の傾きの 10 分の１以下となる漁獲圧

力 

 

大臣管理区分

とその管理 

○かつお・まぐろ漁業（漁獲割当てによる管理） 

 

同左 

 

漁獲可能量の

配分の基準 

○管理年度の前年７月末日までの我が国漁獲量（放流・投

棄分等を含む。）等を勘案して国の留保枠を決定し、残りの

全量を大臣管理区分に配分 

同左 

※ 漁獲割当ての手続きに係る事項（申請・設定スケジュール、有効期間、設定基準、設定者の資格、報告期限等）、漁獲可能量による管

理以外の手法による資源管理に関する事項については、みなみまぐろ（特定水産資源）と同様の規定。 
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スケトウダラ太平洋系群の
資源評価更新結果と

第1回及び第2回検討会での指摘事項
の検討結果

国⽴研究開発法⼈ ⽔産研究・教育機構
1

（資料２－３）

内容

本資料における、管理基準値、禁漁⽔準、将来予測および漁獲管理規則については、
資源管理⽅針に関する検討会（ステークホルダー会合）における検討材料として、研
究機関会議において暫定的に提案されたものである。
これらについては、ステークホルダー会合を経て最終化される

１．スケトウダラ太平洋系群の資源評価結果
２．スケトウダラ太平洋系群の資源管理⽬標案等について
注︓資源管理⽬標等については当初平成30年度資源評価結果に

基づいて算定されている。
→ 2017年度までのデータ、資源量等に基づいて算定。

今回の報告は、第1回⽬の検討会における指摘事項に対応し、
令和2年度資源評価結果に基づいて更新された資料を掲載して
いる。

→ 2019年度までのデータ、資源量等に基づいて算定。
３．第１回検討会（札幌）における指摘事項に対する試算結果
４．第２回検討会（札幌）における指摘事項に対する試算結果

2
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 本州（常磐以北）〜択捉島にかけて
分布

 主な産卵場は噴⽕湾周辺海域
 孵化後、道東や北⽅四島周辺へ移動
 ⽣育場は変化しており、近年は北⽅四

島周辺が主⽣育場とみられる

１．スケトウダラ太平洋系群の資源評価結果概要

スケトウダラ太平洋系群の分布・回遊状況
分布海域・産卵場

主な産卵域
(襟裳以⻄)︓
12〜3⽉

仔⿂滞留︓
〜6⽉

近年は
東北の⽣育場への
移動は減少

北⽅四島の
⽣育場まで移動

 寿命は10歳以上で、概ね3歳から成熟
開始、4歳で⼤部分が成熟

 産卵期は12〜3⽉

⽣物特性

その他
 ⾷性︓浮遊性⼩型甲殻類、⿂類、イカ

類等
 捕⾷者︓海獣類、マダラなど⿂類、共

⾷い
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１．スケトウダラ太平洋系群の資源評価結果概要

漁獲量と年齢別漁獲尾数の推移
漁獲量

漁獲尾数

 1980年代まで、北⽅四島
周辺での漁獲が多かったが、
近年は少ない。

 2015年漁期以降、漁獲量
は減少傾向にあった。

 2019年漁期は9万トン
（2018年︓7.6万トン）。

 1990年代まで0歳⿂が多く
漁獲されていた。

 2010年漁期以降、3歳以下
（40cm以下）の⼩型⿂の
割合が低下。

 2019年漁期は、3歳⿂の割
合が増加。
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１．スケトウダラ太平洋系群の資源評価結果概要

漁業種類別CPUE
 沖合底びき網のCPUEの

変動は⼤きくない。
 近年では、襟裳以⻄海域、

道東海域とも2017、
2018年まで減少傾向が
⾒られた。

 2019年漁期は道東海域
で増加

 2003年漁期以降、⾼い
豊度の年級群の加⼊によ
り2010年漁期まで増加

 2010年漁期をピークに低
下

 2016年漁期以降、概ね
横ばい。

5

襟裳以⻄における固定式刺し網

北海道太平洋における沖合底びき網
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１．スケトウダラ太平洋系群の資源評価結果概要

年齢別資源尾数の推移

 近年の卓越年級は、1995年、2005年、2007年に発⽣。
 2010〜2015年まで、加⼊量は⼤きく減少（平均9億尾）
 2016年以降、0歳⿂の推定が困難となり、直近5年間の平均の加⼊量を仮定

していたが、本年度から調査からの推定に切り替えた（評価⼿法の改善）。
 資源尾数は2014年度に過去最低となり、その後やや回復（仮定値含む）。

令和元年度評価

令和2年度評価

評価の更新に
より数値が変
化しやすい

6

この部分を改良
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１．スケトウダラ太平洋系群の資源評価結果概要

資源量・親⿂量・漁獲割合の推移

最大値：55万トン

7

令和２年度評価
最大値：140万トン

 資源量は、2018年漁期に104万トンに回復したが、2019年漁期は87万トン
に減少。

 親魚量は、2009年漁期から急増し、2012年漁期に最大となるが、それ以降
は減少。2019年漁期は30万トン（前年：27万トン）

 漁獲割合（漁獲量/資源量）は、減少傾向で2019年漁期は10％（前年：7％）

１．スケトウダラ太平洋系群の資源評価結果概要

加⼊量と再⽣産成功率の推移

 直近3年の加入量（2017～2019年級群）は、調査からの推定値。
→ 前年度の評価までは直近5カ年の平均値を用いていた（大きな改善点）

 再生産成功率（RPS）は、概ね加入量と類似した変動パターンを示している。
 2010年以降、2016年、2017年を除き、再生産成功率は低い水準で継続

している。 → 加入するまでの生き残りが悪くなっていた。
8
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２．スケトウダラ太平洋系群の資源管理⽬標案等について

MSYの推定︓再⽣産関係の適⽤
 ホッケースティック型（HS）
 ベバートン・ホルト型（BH）
 リッカー型（RI）

⼀般的に⽤いられる再⽣産関係

 太平洋系群の特徴とし
て、親⿂量が⼤きく減少
したことがなく、直近の加
⼊量の推定が困難であ
ることがあげられる。

 検討の結果、ホッケース
ティック型を採⽤。

 現状では、平均18億尾
程度の加⼊が⾒込まれ
るが、そのばらつきは⼤き
い。

9

２．スケトウダラ太平洋系群の資源管理⽬標案等について

MSYの推定︓漁獲量曲線

⽬標管理基準値
最⼤持続⽣産量（MSY︓171千トン)を実現
する親⿂量

限界管理基準値
親⿂量の過去最少観測値

禁漁⽔準
適切な漁獲管理規則による漁獲で、10年で⽬標
管理基準に回復できる親⿂量

10

基準値
期待できる
平均漁獲量
（千トン）

対応する
親⿂量

（千トン）
⽬標管理
基準値 171 228

限界管理
基準値 151 151

禁漁⽔準 70 60

MSY

⽬標管理基準値(案)

禁漁
⽔準
(案)

限界管理
基準値
(案)

⾼過ぎる漁獲圧

適度な漁獲圧

低過ぎる漁獲圧

再⽣産関係を⽤いたシミュレーションにより、将来的に期待でき
る親⿂量を横軸に、漁獲量を縦軸に⽰したもの

親⿂量が減少し、漁獲量も少ない

期待できる漁獲量は最も⾼くなる

親⿂量が増⼤するが、漁獲圧が低
いため漁獲量はMSYを下回る

漁獲量曲線︓
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２．スケトウダラ太平洋系群の資源管理⽬標案等について

神⼾プロット（神⼾チャート）

 本系群の漁獲圧（F）は2001年以降、おおむねFmsyを下回っていた。
 2018年漁期のFが観測期間内では過去最低であった。
 親⿂量は、2009年以降はSBmsyを上回っている。
 2019年漁期の親⿂量は、SBmsyの約1.3倍である。

11

２．スケトウダラ太平洋系群の資源管理⽬標案等について

漁獲管理規則の検討

 漁獲管理規則として推奨されているものは、限界管理基準値までは漁獲圧
を⼤きく減じることで速やかな回復を促し、限界管理基準値以上では⼀定の
漁獲圧で漁獲しつつ、⽬標管理基準値付近で資源を安定させること。

12

漁獲管理規則の⼀例
（β＝0.8）
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２．スケトウダラ太平洋系群の資源管理⽬標案等について

将来予測表

13

β 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2041 2051
1.0 90 113 226 193 158 148 156 168 172 172 172 171 172 172 173
0.9 90 113 208 185 155 145 154 165 168 170 170 170 170 170 171
0.8 90 113 189 175 151 141 150 161 164 166 166 167 167 167 168
0.7 90 113 169 163 145 136 145 155 159 161 162 162 163 163 163
0.6 90 113 148 150 136 129 137 148 152 154 155 156 156 157 157
0.5 90 113 127 133 126 120 128 139 143 145 147 147 148 149 149

β 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2041 2051
1.0 100 100 100 100 100 100 81 88 90 91 90 91 91 91 91
0.9 100 100 100 100 100 100 91 93 95 95 95 95 96 96 96
0.8 100 100 100 100 100 100 98 97 98 98 98 98 98 98 98
0.7 100 100 100 100 100 100 100 99 99 100 99 99 99 100 100
0.6 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.5 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

β 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2041 2051
1.0 100 100 100 100 0 5 28 38 43 45 45 44 44 45 45
0.9 100 100 100 100 100 13 38 50 55 57 58 58 58 59 58
0.8 100 100 100 100 100 33 52 63 68 70 71 72 72 72 73
0.7 100 100 100 100 100 88 70 76 80 83 84 84 85 85 86
0.6 100 100 100 100 100 100 88 89 91 92 93 94 94 94 95
0.5 100 100 100 100 100 100 99 97 98 98 98 98 98 98 99

将来の親⿂量が⽬標管理基準値案を上回る確率（％）

将来の親⿂量が限界管理基準値案を上回る確率（％）

将来の漁獲量の平均値（千トン）

 親⿂量や漁獲量の推定値はシミュレーション（1万回）の平均値。

２．スケトウダラ太平洋系群の資源管理⽬標案等について

将来予測例

14

βを0.8とした場合の漁獲管理
規則と現状の漁獲圧
（F2015-2019）の⽐較
 ともに親⿂量は、⼀時的に減少

するが、緩やかに増加し⽬標管
理基準値（案）を上回る。

 資源量、漁獲量も同様の傾向。
 しかし、加⼊尾数が⼤きく変動す

ると想定されるため、推定幅が広
くなっている。
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３．第１回検討会（札幌）における
指摘事項に対する試算結果

事項1︓
資源状態の説明について、最新の資源評価結果を反映するとともに、管理基準

値案や禁漁⽔準案、漁獲管理規則案、および将来予測結果について、最新の
資源評価結果に基づく諸数値に単純更新する。 → すでに説明済み
事項2︓
スケトウダラ⽇本海北部系群について、2021年漁期から5年間の漁獲を7,000

トン、8,000トン、9,000トン、10,000トンとして固定し、βを0〜1.0の範囲で0.1
単位として年別の各管理基準値案を上回る確率の試算を⾏う。
事項3︓
スケトウダラ太平洋系群について、2031年漁期に親⿂量が⽬標管理基準値を

上回る確率が50％となる具体的な安全係数βの数値を試算する。
事項4︓
⽔産庁と道漁連で⽅法を検討したうえで、繰越の⽅法（当初TACの何％まで

繰越可能か等）に対する試算・評価を⾏う。
15

3．第１回検討会（札幌）における指摘事項に対する試算結果

事項3︓安全係数βの数値の試算
スケトウダラ太平洋系群について、2031年漁期に親⿂量が⽬標管理基準値を上回る
確率が50％となる具体的な安全係数βの数値を試算する。

★ 親⿂量が⽬標管理基準値案（SBmsy）を上回る確率（％）
β 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031
1.0 100 100 100 100 0 5 28 38 43 45 45 44 44

0.9 100 100 100 100 100 13 38 50 55 57 58 58 58
0.8 100 100 100 100 100 33 52 63 68 70 71 72 72
0.7 100 100 100 100 100 88 70 76 80 83 84 84 85
0.6 100 100 100 100 100 100 88 89 91 92 93 94 94
0.5 100 100 100 100 100 100 99 97 98 98 98 98 98

親⿂量が2031年漁期に⽬標管理基準値案を上回る確率が
50%となるβの理解のため0.9〜1.0の範囲で0.01刻みで試算

16
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3．第１回検討会（札幌）における指摘事項に対する試算結果

事項3︓安全係数βの数値の試算
● 更新した将来予測にて漁獲管理規則案のβを0.9〜1.0の範囲で0.01刻みで試算

β 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031
0.99 302 280 350 318 226 185 207 225 233 235 236 234 234
0.98 302 280 350 319 228 187 209 227 235 237 238 236 236
0.97 302 280 350 321 230 189 210 229 237 239 240 238 238
0.96 302 280 350 322 232 190 212 231 239 241 242 241 241
0.95 302 280 350 324 234 192 214 233 241 244 245 243 243
0.94 302 280 350 325 236 194 216 234 243 246 247 245 245
0.93 302 280 350 327 238 196 218 236 245 248 249 248 248
0.92 302 280 350 328 240 198 220 239 247 250 251 250 250
0.91 302 280 350 330 242 200 222 241 249 253 254 253 253

2031年に親魚量が目標管理基準値案（228千トン）を上回る確率

46 %
47 %
48 %
49 %
51 %
52 %
54 %
55 %
57 %

将来の平均親⿂量（千トン）

将来の平均漁獲量（千トン）
β 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031
0.99 90 113 224 192 158 148 156 168 171 172 172 171 172
0.98 90 113 222 192 157 147 155 168 171 172 171 171 171
0.97 90 113 220 191 157 147 155 168 171 172 171 171 171
0.96 90 113 219 190 157 147 155 167 170 171 171 171 171
0.95 90 113 217 189 156 146 155 167 170 171 171 171 171
0.94 90 113 215 188 156 146 155 167 170 171 171 170 171
0.93 90 113 213 188 156 146 155 166 169 170 170 170 171
0.92 90 113 211 187 156 145 155 166 169 170 170 170 170
0.91 90 113 210 186 155 145 154 165 169 170 170 170 170

親⿂量は短期的に⽬標管理基準値案を下回る

17

3．第１回検討会（札幌）における指摘事項に対する試算結果

事項4︓TACの繰越⽅法に対する試算・評価
⽔産庁と道漁連で⽅法を検討したうえで、繰越の⽅法（当初TACの何％まで繰越可能か等）
に対する試算・評価を⾏う。

資源管理⽅針に関する検討会（ステークホルダー会議）での意⾒︓
 TAC種では漁獲枠を超過しないように操業するので、どうしても「獲り残し」が⽣じる。
 これはABC以下の漁獲となるため、将来予測上、資源には余裕が出来るはず。
 獲り残した分を、翌年に繰り越せるようにしてほしい。

会議後、⽔産庁と道漁連からの要請︓
 「当初TAC（ABC）の○○％なら翌年に繰り越し出来る」 とのルールを作りたい。
 繰り越しを制度化するにあたり、どの程度の漁獲なら繰り越し可能なのか評価してほしい。

【機構から以下のような検討を⾏う旨を回答】︓
 その年の漁獲可能量全体の何％かを獲り残し、翌年に繰り越した場合のリスクを評価する。
 繰り越し上限を、当初ABC（漁獲管理規則案で予測される漁獲量）の何％にするかで、

影響を⽐較検討する。
 繰り越しは翌年のみ。

18
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3．第１回検討会（札幌）における指摘事項に対する試算結果
事項4︓TACの繰越⽅法に対する試算・評価

19

1. 漁獲管理規則と親⿂量とで漁獲可能量（TACの当初値）が割り当てられる。
2. 当初値に対する獲り残しが⽣じれば、それは翌年への繰り越し対象となる。
3. 繰り越せるのは、繰り越し上限まで（当初値の○○％）。
4. 翌年の漁獲可能量は翌年の当初値に繰越分を合わせたものになる。

ある年 翌年

上限まで
繰り越し

翌年の漁獲可能量
（当初値+繰越分）ある年の漁獲可能量

（当初値）

実際の
漁獲

獲り残し

翌年の
漁獲可能量

当初値

実際の
漁獲

3．第１回検討会（札幌）における指摘事項に対する試算結果
事項4︓TACの繰越⽅法に対する試算・評価

獲り残し量を当初ABC（TAC）の５％、10％、15％、20％、25％、30％として、
翌年にその全量を消化した場合の資源に対する影響を確認*。

β=1.0での試算
 獲り残し・翌年利⽤が当初の30％の場合（15万トンなら4.5万トン残した場合）

→漁獲量を繰り越した年に、漁獲圧がFmsyを上回る確率は99％。
→2031年に親⿂量が⽬標管理基準値案を上回る確率は32％に低下。

 獲り残し・翌年利⽤が当初の20％の場合（15万トンなら3万トン残した場合）
→漁獲量を繰り越した年に、漁獲圧がFmsyを上回る確率は99％。
→2031年に親⿂量が⽬標管理基準値案を上回る確率は36％に低下。

 獲り残し・翌年利⽤が当初の10％の場合（15 万トンなら1.5万トン残した場合）
→漁獲量を繰り越した年に、漁獲圧がFmsyを上回る確率は97％。
→2031年に親⿂量が⽬標管理基準値案を上回る確率は40％に低下。

評価
β=1.0の場合、獲り残しが10％であっても、10年後の達成確率に⼤きな影響を与える。
加えて繰り越し分を利⽤した年の漁獲圧が過剰になる確率が97％を超えてしまう。

* 漁獲圧への影響は2021〜2031年のうち繰り越し量も漁獲する偶数年について検討64



3．第１回検討会（札幌）における指摘事項に対する試算結果
事項4︓TACの繰越⽅法に対する試算・評価

β=0.8での試算
獲り残し・翌年利⽤が当初の30％の場合（15万トンなら4.5万トン残した場合）
→漁獲量を繰り越した年に、漁獲圧がFmsyを上回る確率は98％。
→2031年に親⿂量が⽬標管理基準値案を上回る確率は61％に低下。

獲り残し・翌年利⽤が当初の20％の場合（15万トンなら3万トン残した場合）
→漁獲量を繰り越した年に、漁獲圧がFmsyを上回る確率は47％。
→2031年に親⿂量が⽬標管理基準値案を上回る確率は65％に低下。

獲り残し・翌年利⽤が当初の10％の場合（15万トンなら1.5万トン残した場合）
→漁獲量を繰り越した年に、漁獲圧がFmsyを上回る確率は0％。
→2031年に親⿂量が⽬標管理基準値案を上回る確率はほぼ変わらない。

評価
β=0.95以下の場合、獲り残しが30％までであれば、10年後の達成確率は50％を上回っ

ている。しかし、繰り越し分を利⽤した年の漁獲圧が過剰になる確率が90％を超えてしまう。
β=0.8でも、繰り越しが15％以下でないと、漁獲圧が過剰になる確率を50％以下に抑えら
れない。

結論︓基準となるβを⾼い値にするのであれば、獲り残し・再利⽤割合を低くする必要がある。
→ 抑制的なABCならば、ある程度の獲り残し・再利⽤が可能。

3．第１回検討会（札幌）における指摘事項に対する試算結果

事項4︓TACの繰越⽅法に対する試算・評価

 漁獲量の獲り残しの繰り越しを制度化するには、そのルールの下で最も極端な獲
り残し・繰り越しを⾏う漁獲の仕⽅であっても、漁獲圧が最⼤持続⽣産量を実現
する漁獲圧（Fmsy）を超えないような制限（漁獲圧が過剰にならない制限）
を設けることが必要。

 将来予測において上記を満たす制限を検討したところ、漁獲管理規則案のβに研
究機関会議が推奨する0.8を⽤いる場合には、漁獲管理規則案で予測される漁
獲量の15%以下を繰り越し上限とすることが望ましいと考えられた。

 望ましい繰り越し上限は漁獲シナリオで選択されるβ次第であり、採⽤するβが⼤
きいほど繰り越し上限は低くする必要がある。

 制度導⼊の際の問題点として、資源量・加⼊尾数が過⼤推定（評価の過誤）
で結果的にTACが過⼤になった場合（過剰漁獲の恐れ）を考慮し、資源量が
下⽅修正された場合には、漁獲量の繰り越しを⾏う際に更新された評価結果を
考慮するべきとの意⾒が⽰された。

22

まとめ
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3．第１回検討会（札幌）における指摘事項に対する試算結果（参考）

事項4︓TACの繰越⽅法に対する試算・評価
★ 2021〜2031年漁期のうち偶数年の漁獲圧（F値）がFmsyを上回るかについて検討。

β 0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

1 46 96 97 97 98 99 99
0.95 0 85 85 86 85 85 84
0.9 0 0 0 0 0 0 0
0.85 0 0 0 0 0 0 0
0.8 0 0 0 0 0 0 0
0.75 0 0 0 0 0 0 0
0.7 0 0 0 0 0 0 0

β 0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

1 46 96 97 98 98 99 99
0.95 0 85 97 98 98 99 99
0.9 0 0 78 77 76 75 74
0.85 0 0 0 0 0 0 0
0.8 0 0 0 0 0 0 0
0.75 0 0 0 0 0 0 0
0.7 0 0 0 0 0 0 0

β 0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

1 46 96 97 98 99 99 99
0.95 0 85 97 98 99 99 99
0.9 0 0 78 97 98 98 99
0.85 0 0 0 65 63 61 59
0.8 0 0 0 0 0 0 0
0.75 0 0 0 0 0 0 0
0.7 0 0 0 0 0 0 0

β 0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

1 46 96 97 98 99 99 99
0.95 0 85 97 98 99 99 99
0.9 0 0 78 97 99 99 99
0.85 0 0 0 65 96 97 97
0.8 0 0 0 0 47 45 42
0.75 0 0 0 0 0 0 0
0.7 0 0 0 0 0 0 0

β 0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

1 46 96 97 98 99 99 99
0.95 0 85 97 98 99 99 99
0.9 0 0 78 97 99 99 99
0.85 0 0 0 65 96 98 99
0.8 0 0 0 0 47 89 89
0.75 0 0 0 0 0 14 11
0.7 0 0 0 0 0 0 0

β 0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

1 46 96 97 98 99 99 99
0.95 0 85 97 98 99 99 99
0.9 0 0 78 97 99 99 99
0.85 0 0 0 65 96 98 99
0.8 0 0 0 0 47 89 98
0.75 0 0 0 0 0 14 69
0.7 0 0 0 0 0 0 3

獲り残し割合（0〜30%）と安全係数βの条件（0.7〜1.0）とでの組み合わせ
a) 繰り越し上限︓当初値の5％ b) 繰り越し上限︓当初値の10％ c) 繰り越し上限︓当初値の15％

d) 繰り越し上限︓当初値の20％ e) 繰り越し上限︓当初値の25％ f) 繰り越し上限︓当初値の30％

 漁獲管理規則案の安全係数β次第では、繰り越し上限によっては漁獲圧がFmsyを上回る。
 漁獲圧がFmsyを上回ることを防ぐには、例えば、βが0.8以下であっても、繰り越し上限は

当初値の15%までにする必要がある。 23

注）⻘枠が取り残し全量を翌年使⽤する例

3．第１回検討会（札幌）における指摘事項に対する試算結果（参考）

事項4︓TACの繰越⽅法に対する試算・評価

β 0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

1 45 43 40 38 36 34 32
0.95 51 49 47 45 43 41 39
0.9 58 56 54 52 50 48 46
0.85 65 63 61 59 58 56 54
0.8 73 71 69 67 65 63 61
0.75 79 78 76 75 73 71 70
0.7 85 84 83 81 80 79 77

β 0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

1 45 43 40 38 36 34 37
0.95 51 49 47 45 43 41 44
0.9 58 56 54 52 50 48 51
0.85 65 63 61 59 58 56 59
0.8 73 71 69 67 65 63 66
0.75 79 78 76 75 73 71 74
0.7 85 84 83 81 80 79 81

β 0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

1 45 43 40 38 36 39 42
0.95 51 49 47 45 43 46 48
0.9 58 56 54 52 50 53 56
0.85 65 63 61 59 58 60 63
0.8 73 71 69 67 65 68 70
0.75 79 78 76 75 73 76 77
0.7 85 84 83 81 80 82 84

β 0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

1 45 43 40 38 41 44 47
0.95 51 49 47 45 48 51 53
0.9 58 56 54 52 55 58 60
0.85 65 63 61 59 62 65 68
0.8 73 71 69 67 70 72 75
0.75 79 78 76 75 77 79 81
0.7 85 84 83 81 83 85 87

β 0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%
1 45 43 40 43 46 49 52

0.95 51 49 47 50 53 56 59
0.9 58 56 54 57 60 62 65
0.85 65 63 61 64 67 70 72
0.8 73 71 69 72 74 76 79
0.75 79 78 76 78 80 83 85
0.7 85 84 83 84 86 88 89

β 0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

1 45 43 46 49 51 54 58
0.95 51 49 52 55 58 61 64
0.9 58 56 59 62 65 68 71
0.85 65 63 66 69 72 74 77
0.8 73 71 74 76 78 80 83
0.75 79 78 80 82 84 86 87
0.7 85 84 86 87 89 90 92

★ 2031年漁期の親⿂量が⽬標管理基準値案（SBmsy）を上回る確率（％）
獲り残し割合（0〜30%）と安全係数βの条件（0.7〜1.0）とでの組み合わせ

a) 繰り越し上限︓当初値の5％ b) 繰り越し上限︓当初値の10％ c) 繰り越し上限︓当初値の15％

d) 繰り越し上限︓当初値の20％ e) 繰り越し上限︓当初値の25％ f) 繰り越し上限︓当初値の30％

 同じβの条件において、獲り残しなしの場合の確率を上回るものを網掛けした。
 獲り残し割合が⾼く、かつ、繰り越し上限が低いと、獲り残し・繰り越しを⾏わない場合

よりも親⿂量が⽬標管理基準値案を上回る確率が⾼くなる。 24

注）⻘枠が取り残し全量を翌年使⽤する例
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４．第２回検討会（札幌）における
指摘事項に対する試算結果

25

スケトウダラ太平洋系群について、漁獲量を固定する漁獲シナリオ
に関する資源の将来予測を⾏い、各年の⽬標管理基準値を上回
る確率、平均親⿂量、平均漁獲量の表を作成する。

将来予測の際の条件は以下とする;
漁獲量を固定する期間︓2021年〜2023年漁期の3年間⼜

は2021年〜2025年漁期の5年間
固定する漁獲量︓14万トン〜19万トンの範囲で1万トン単位
漁獲量固定の期間が終了した後の漁獲︓βを0〜1.0の範囲で

0.1単位

漁獲量3年間固定、以後は漁獲管理規則案に従う
β 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031
1 100 100

100 100 100

60 53 50 47 47 46 45
0.9 100 100 68 63 61 60 59 59 59
0.8 100 100 75 72 73 72 72 72 73
0.7 100 100 82 81 83 84 84 85 86
0.6 100 100 88 89 91 92 93 94 94

140千トン
で3年固定

β 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031
1 100 100

100 100 96

53 51 49 46 47 46 45
0.9 100 100 60 60 60 59 59 59 59
0.8 100 100 67 69 71 72 72 72 73
0.7 100 100 74 78 81 83 84 84 86
0.6 100 100 80 86 90 92 93 94 94

150千トン
で3年固定

β 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031
1 100 100

100 100 65

46 48 47 46 46 45 45
0.9 100 100 52 56 58 58 58 59 59
0.8 100 100 59 65 69 71 71 72 73
0.7 100 100 65 74 79 82 83 84 85
0.6 100 100 72 82 89 91 93 93 94

160千トン
で3年固定

β 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031
1 100 100

100 100 36

40 44 46 45 46 45 45
0.9 100 100 45 53 56 57 58 58 58
0.8 100 100 51 62 67 70 71 72 72
0.7 100 100 57 70 78 82 83 84 85
0.6 100 100 63 78 87 90 92 93 94

170千トン
で3年固定

β 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031
1 100 100

100 100 20

34 41 44 45 46 44 44
0.9 100 100 39 49 55 57 57 58 58
0.8 100 100 44 58 65 69 70 71 72
0.7 100 100 49 66 76 80 83 84 85
0.6 100 100 55 74 85 90 92 93 94

180千トン
で3年固定

β 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031
1 100 100

100 100 12

29 38 43 45 45 43 44
0.9 100 100 33 46 53 56 56 57 57
0.8 100 100 37 54 64 68 70 70 72
0.7 100 100 42 62 74 79 82 83 85
0.6 100 100 47 70 83 89 91 92 93

190千トン
で3年固定

 固定期間終了後の
2024年以降、βによる管
理規則で漁獲される場合、
βが0.9以下であれば、
10年後の親⿂量が⽬標
管理基準値案を上回る
確率が50%以上となる.

 固定する漁獲量が170
千トンを超えると、2024
年漁期の親⿂量が⽬標
管理基準値案を下回る
確率が増⼤し、その影響
はその後も続く傾向がある.

漁獲量の固定は2021〜
2023年漁期（緑枠）

親⿂量が⽬標管理基準
値案を上回る確率

26

(単位は％)
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β 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031
1 113

190 190 190

147 155 169 172 172 171 171 171
0.9 113 135 147 163 167 169 169 169 169
0.8 113 122 138 155 161 164 165 165 166
0.7 113 109 128 146 154 158 160 161 162
0.6 113 95 116 135 144 150 152 154 155

β 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031
1 113

180 180 180

158 161 171 173 173 172 171 172
0.9 113 145 153 165 169 170 169 169 170
0.8 113 132 144 158 163 165 166 166 167
0.7 113 118 133 149 156 159 161 161 162
0.6 113 103 121 138 146 151 153 155 156

β 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031
1 113

170 170 170

169 168 174 174 173 173 172 172
0.9 113 155 160 168 170 170 170 170 170
0.8 113 141 150 161 164 166 166 167 167
0.7 113 126 139 152 157 160 161 162 162
0.6 113 110 125 141 148 152 154 155 156

β 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031
1 113

160 160 160

179 175 176 175 174 173 172 173
0.9 113 165 166 171 171 171 170 170 170
0.8 113 150 155 164 166 166 167 167 167
0.7 113 134 144 155 159 161 162 162 162
0.6 113 117 130 144 150 153 154 155 156

β 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031
1 113

150 150 150

190 180 179 176 174 173 173 173
0.9 113 175 171 174 172 171 171 170 171
0.8 113 159 161 167 167 167 167 167 167
0.7 113 142 148 158 160 161 162 162 163
0.6 113 125 135 147 151 154 155 156 156

β 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031
1 113

140 140 140

201 186 182 177 175 174 173 173
0.9 113 185 176 177 174 172 171 171 171
0.8 113 168 166 170 169 168 167 167 167
0.7 113 150 153 161 162 162 162 162 163
0.6 113 132 139 149 153 154 155 156 156

140千トン
で3年固定

150千トン
で3年固定

160千トン
で3年固定

170千トン
で3年固定

180千トン
で3年固定

190千トン
で3年固定

(単位は千トン)

 固定する漁獲量が
170千トン以上だと、
固定期間終了の翌
年（2024年漁
期）は、βに限らず
平均漁獲量は固定
時に設定された漁
獲量から減少する

 また、βの選択によっ
て、漁獲量が⼤きく
変化する

固定期間後の漁獲量
（2024〜）は幅をもっ
た予測値からの平均値
⻩⾊枠は、2031年漁期に親
⿂量が⽬標管理基準値案
（228千トン）を上回る確率

45 %
59 %
73 %
86 %
94 %

45 %
59 %
73 %
86 %
94 %

45 %
59 %
73 %
86 %
94 %

45 %
58 %
72 %
85 %
94 %

44 %
58 %
72 %
85 %
94 %

44 %
57 %
72 %
85 %
93 %

平均漁獲量の推移
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漁獲量3年間固定、以後は漁獲管理規則案に従う

β 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031
1 100 100

100 100 12 23 27

34 40 41 34 31
0.9 100 100 37 47 50 44 41
0.8 100 100 40 53 60 55 52
0.7 100 100 43 60 69 66 64
0.6 100 100 46 67 78 77 75

β 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031
1 100 100

100 100 20 31 34

39 44 44 39 35
0.9 100 100 43 51 54 49 46
0.8 100 100 46 58 64 61 59
0.7 100 100 50 66 74 73 71
0.6 100 100 54 72 82 83 82

β 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031
1 100 100

100 100 36 40 43

46 47 46 42 39
0.9 100 100 49 54 57 54 51
0.8 100 100 54 63 67 66 65
0.7 100 100 57 70 77 78 77
0.6 100 100 61 77 86 87 88

β 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031
1 100 100

100 100 65 51 53

52 50 48 45 43
0.9 100 100 56 59 59 57 56
0.8 100 100 60 67 70 70 69
0.7 100 100 65 75 80 81 82
0.6 100 100 69 81 88 90 91

β 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031
1 100 100

100 100 96 63 64

59 54 50 47 45
0.9 100 100 64 63 61 60 58
0.8 100 100 68 71 73 72 72
0.7 100 100 72 79 82 84 84
0.6 100 100 76 85 90 92 93

β 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031
1 100 100

100 100 100 76 74

66 58 52 48 46
0.9 100 100 71 68 63 61 60
0.8 100 100 75 76 75 74 73
0.7 100 100 79 83 85 85 85
0.6 100 100 83 89 92 93 94

140千トン
で5年固定

150千トン
で5年固定

160千トン
で5年固定

170千トン
で5年固定

180千トン
で5年固定

190千トン
で5年固定

漁獲量の固定は2021〜
2025年漁期（緑枠）

28

親⿂量が⽬標管理基準
値案を上回る確率(％)

漁獲量5年間固定、以後は漁獲管理規則案に従う

 固定する漁獲量が170千
トン以下の場合、2026年
以降の漁獲管理規則で
⽤いるβが0.9以下であれ
ば、10年後の親⿂量が⽬
標管理基準値案を上回
る確率が50%以上となる.

 固定する漁獲量が170千
トンを超えると、固定期間
内である2024年漁期から、
親⿂量が⽬標管理基準
値案を上回る確率が
50%以下となる.

(単位は％)
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β 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031
1 113

140 140 140 140 140

223 199 185 178 175 174
0.9 113 205 190 180 175 172 171
0.8 113 187 179 173 170 168 168
0.7 113 167 166 164 164 163 163
0.6 113 147 151 153 155 155 156
β 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031
1 113

150 150 150 150 150

204 191 182 176 173 172
0.9 113 188 182 176 173 170 170
0.8 113 171 171 169 168 166 166
0.7 113 153 159 160 161 161 161
0.6 113 134 145 149 152 154 154

β 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031
1 113

160 160 160 160 160

184 183 178 174 170 170
0.9 113 170 174 172 170 168 167
0.8 113 154 163 165 165 164 164
0.7 113 138 151 156 158 158 159
0.6 113 121 137 145 149 151 152
β 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031
1 113

170 170 170 170 170

163 174 174 170 166 166
0.9 113 150 165 168 166 164 163
0.8 113 136 155 161 161 160 160
0.7 113 122 143 152 154 154 155
0.6 113 107 130 140 145 147 149

β 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031
1 113

180 180 180 180 180

141 164 169 165 160 159
0.9 113 130 156 163 162 158 157
0.8 113 118 145 155 157 154 154
0.7 113 105 134 146 150 149 150
0.6 113 92 121 135 141 142 143

β 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031
1 113

190 190 190 190 190

119 153 163 159 151 150
0.9 113 110 144 157 155 149 149
0.8 113 100 134 149 150 146 146
0.7 113 89 123 140 143 142 142
0.6 113 78 111 129 135 135 136

140千トン
で5年固定

150千トン
で5年固定

160千トン
で5年固定

170千トン
で5年固定

180千トン
で5年固定

190千トン
で5年固定

固定期間後の漁獲量
（2026〜）は幅をもっ
た予測値からの平均値

46 %
60 %
73 %
85 %
94 %

45 %
58 %
72 %
84 %
93 %

43 %
56 %
69 %
82 %
91 %

39 %
51 %
65 %
77 %
88 %

35 %
46 %
59 %
71 %
82 %

31 %
41 %
52 %
64 %
75 %

 漁獲量が170千ト
ン以上だと、固定期
間の翌年（2026
年漁期）は、βに
限らず平均漁獲量
は固定時に設定さ
れた漁獲量から減
少する

 また、βの選択によっ
て、漁獲量が⼤きく
変化する

平均漁獲量の推移

⻩⾊枠は、2031年漁期に親
⿂量が⽬標管理基準値案
（228千トン）を上回る確率

29

(単位は千トン)

漁獲量5年間固定、以後は漁獲管理規則案に従う

漁獲量を固定した際の漁獲圧の推移

 2022〜2024年漁期は資源減少が予測される（2018、2019年級群の加⼊が少ないため）。
 資源が減少する状況で、⼤きな漁獲量で固定して漁獲を続けると、資源はさらに減少し、漁獲

圧はさらに上昇する。この影響は固定期間が⻑いほど顕著になる。

平均値

値の振れ幅
Fmsy

Fmsy

漁獲量を3年固定 漁獲量を5年固定

固定期間後は
β=0.8で漁獲

固定期間後は
β=0.8で漁獲
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【漁獲量を固定することの利点】
 漁獲量をあらかじめ固定すると、漁獲制限が毎年変化しない。

（漁獲量の安定︓可能量であって、実漁獲は状況により変化）

【漁獲量を固定する際に注意すべき点】
 資源の増減に合わせて漁獲が調整されないため、資源が少ない時には漁獲圧が

⾼くなる。
 設定される漁獲量によっては、固定期間終了翌年に漁獲量が⼤きく変動する可

能性がある。特に170千トン以上で固定する場合は、いずれの固定期間でも、
その後漁獲量はほぼ減少する⾒込み。
（利点である漁獲量の安定が損なわれる）

 本資源では2018、2019年級群が少ないと推定されているため、2022〜
2024年漁期には資源の減少が予測されている。この資源が減少する時に⾼い
漁獲圧がかかると、⽬標管理基準値案や限界管理基準値案以下に親⿂量が
減少するリスクが⼤きくなる。3年⽬に固定する漁獲量を⼀旦⾒直す、あるいは
漁獲量の固定期間においても漁獲圧がFmsyを超えないようにする等の制限を
併⽤すれば資源が減少しすぎるリスクは低減できると考えられる。

31

漁獲量を固定するシナリオのまとめ
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スケトウダラ⽇本海北部系群の
資源評価更新結果と

第1回検討会での指摘事項の検討結果

国⽴研究開発法⼈ ⽔産研究・教育機構
1

（資料２－４）

内容

本資料における、管理基準値、禁漁⽔準、将来予測および漁獲管理規則に
ついては、資源管理⽅針に関する検討会（ステークホルダー会合）における
検討材料として、研究機関会議において暫定的に提案されたものである。
これらについては、ステークホルダー会合を経て最終化される

2

１．スケトウダラ⽇本海北部系群の資源評価結果

２．スケトウダラ⽇本海北部系群の資源管理⽬標案等について
注︓資源管理⽬標等については当初平成30年度資源評価結果に

基づいて算定されている。
→ 2017年度までのデータ、資源量等に基づいて算定。

今回の報告は、第1回⽬の検討会における指摘事項に対応し、
令和2年度資源評価結果に基づいて更新された資料を掲載して
いる。

→ 2019年度までのデータ、資源量等に基づいて算定。

３．第１回検討会（札幌）における指摘事項対する試算結果
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１．スケトウダラ⽇本海北部系群の資源評価結果概要

スケトウダラ⽇本海北部系群の分布・回遊状況

 寿命は10歳以上で、概ね3歳から
成熟開始、5歳で⼤部分が成熟

 産卵期は12〜3⽉

⽣物特性

分布海域・産卵場
 本州⽇本海北部（能登半島）〜

サハリン⻄岸にかけて分布
 近年の産卵場は岩内湾および⼄部

沖（檜⼭）海域

その他
 ⾷性︓浮遊性⼩型甲殻類、⿂類、

イカ類等
 捕⾷者︓海獣類、マダラなど⿂類、

共⾷い

3
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１．スケトウダラ⽇本海北部系群の資源評価結果概要

漁獲量の推移

 1970~1979年漁期までは約10〜17万トンの漁獲があった。
 詳細な資料がある1980年漁期以降では、1992年漁期の14.6万トンが最⼤。
 韓国による漁獲は1987〜1998年漁期で0.2〜1.9万トン。
 1992年漁期以降、漁獲量は⼤きく減少し、2019年漁期では5.2千トン（前年5.6千トン）。
 近年の漁獲量の⼤きな減少はTACによる操業制限の影響。

4

0

5

10

15

20

25

30

2005 2009 2013 2017
漁期年

72



0

10

20

30

40

50

60

70

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015

漁
獲

尾
数

（
千

万
尾

）

漁期年

10歳以上 9歳
8歳 7歳
6歳 5歳
4歳 3歳
2歳

0

1

2

3

4

5

2010 2015

漁
獲

尾
数

（
千

万
尾

）

漁期年

１．スケトウダラ⽇本海北部系群の資源評価結果概要

年齢別漁獲尾数の推移

 ⽇本海ではほぼ2歳⿂以上の⿂を漁獲。
 4歳⿂以上の漁獲が主体であるが、⾼い豊度の年級が出現すると2歳、3歳⿂の割

合が増加する。
 近年では2006年級群や2012年級群の豊度が⾼く、⽐較的若齢から漁獲された。

2006年級群

2012年級群

5

１．スケトウダラ⽇本海北部系群の資源評価結果概要

スケトウダラ漁期前調査（親⿂量調査）

 道総研が⽇本海で10⽉に実施。
 親⿂量を指標する重要な資料として、資源計算に使⽤。
 2002年と2012年は天候等による影響で⽋測値として運⽤している。
 2008年以前は桧⼭沖が分布の中⼼であったが、近年は⽯狩湾以北の割合が増加。
 2015年以降、緩やかな増加傾向が認められる。 6
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１．スケトウダラ⽇本海北部系群の資源評価結果概要

年齢別資源尾数の推移

 資源尾数（2歳以上）は2013年漁期以降、増加傾向
 2006、2012、2015年級（2歳で加⼊）は約2〜4億尾
 2016年級は近年で最⼤の約5億尾と推定していたが（前年度評価）、

最新の情報に基づく資源評価の更新の結果、3.6億尾に下⽅修正
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7

2016年級

１．スケトウダラ⽇本海北部系群の資源評価結果概要

資源量・親⿂量・漁獲割合の推移

 資源量は、近年増加傾向で、2019年漁期は154千トン
 親魚量も、近年増加傾向にあるが、低い水準で、2019年漁期は56千トン
 漁獲割合（漁獲量/資源量）は2013年以降減少傾向で、

2018年、2019年漁期ともに5％未満 8

0

5

10

15

20

25

30

0

300

600

900

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015

漁
獲

割
合

（
％

）

資
源

量
・
親

魚
量

（
千
ト
ン
）

漁期年

資源量

親魚量

漁獲割合

74



１．スケトウダラ⽇本海北部系群の資源評価結果概要

加⼊量と再⽣産成功率の推移

 再生産成功率（RPS：2歳加入時までの生残率の指標）は、1984～1988年級につ
いて高い値を示していた

 近年では、2006、2012、2015、2016年級について高い値を示しているが、経年
差が大きく、また加入量自体も1992年級以前よりは少ない。

 2006年級群以降、高い再生産成功率が観察されるようになってきている
 2016年級の再生産成功率は、1980年以降で2番目に高い値であると推定されて

いる 9
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２．スケトウダラ⽇本海北部系群の資源管理⽬標案等について

再⽣産関係の推定
 ホッケースティック型（HS）
 ベバートン・ホルト型（BH）
 リッカー型（RI）

⼀般的に⽤いられる再⽣産関係
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 ⽇本海北部系群では、親⿂量が多い
ほど加⼊尾数も多い傾向がある。

 1990年代に再⽣産成功率が悪い年
代が続いたが、2005年以降は、
1980年代のような⾼い値の年も複数
出ていることから、1980年以降のすべ
てのデータで推定するのが妥当と判断。

 検討の結果、ホッケースティック型を採
⽤。

 現状では、親⿂量の増加に⽐例して
加⼊尾数が増加していくが、親⿂量が
過去最⼤値（34万トン）を超えると、
平均6億尾程度の加⼊が⾒込まれる
と仮定しているが、そのばらつきは⼤き
い。
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２．スケトウダラ⽇本海北部系群の資源管理⽬標案等について

MSYと管理基準値案
再⽣産関係を⽤いたシミュレーションにより、将来的に期待でき
る親⿂量を横軸に、漁獲量を縦軸に⽰したもの漁獲量曲線︓

11

基準値
期待できる
平均漁獲量
（千トン）

対応する
親⿂量
（千トン）

⽬標管理
基準値案 44 380

限界管理
基準値案 27 171

禁漁⽔準案 4 25

⽬標管理基準値案
最⼤持続⽣産量（MSY︓44千トン)を実現する
親⿂量
限界管理基準値案
最⼤持続⽣産量の60%が得られる親⿂量
禁漁⽔準案
最⼤持続⽣産量の10%が得られる親⿂量

禁漁
⽔準
(案)

限界管理
基準値(案)

⽬標管理基
準値(案)

MSY

⾼過ぎる漁獲圧

適度な漁獲圧

低過ぎる漁獲圧

親⿂量が減少し、漁獲量も少ない

期待できる漁獲量は最も⾼くなる

親⿂量が増⼤するが、漁獲圧が低
いため漁獲量はMSYを下回る

２．スケトウダラ⽇本海北部系群の資源管理⽬標案等について

神⼾プロット（神⼾チャート）

12

 本系群の漁獲圧（F）は1980年以降、常に⾼い⽔準で推移していた。
 2008年以降、管理強化により漁獲圧は⼤きく減少し、2017年および2019年は

最⼤持続⽣産量（MSY）を実現する漁獲圧（Fmsy）を下回る適切な⽔準で
あった。

 親⿂量（SB）はMSYを実現する親⿂量（SBmsy）を⼤きく下回る状況である
が、2015年以降、増加傾向である。
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２．スケトウダラ⽇本海北部系群の資源管理⽬標案等について

漁獲管理規則の検討

13

 漁獲管理規則として推奨されているものは、限界管理基準値までは漁獲圧
を⼤きく減じることで速やかな回復を促し、限界管理基準値以上では⼀定の
漁獲圧で漁獲しつつ、⽬標管理基準値付近で資源を安定させること。

漁獲管理規則の⼀例

（β＝0.8）

２．スケトウダラ⽇本海北部系群の資源管理⽬標案等について

将来予測表

14
 親⿂量や漁獲量の推定値はシミュレーション（1万回）の平均値。

将来の親⿂量が⽬標管理基準値案を上回る確率（％）

将来の親⿂量が限界管理基準値案を上回る確率（％）

将来の漁獲量の平均値（千トン）
β 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2041 2051
1.0 5.2 6.7 8.8 9.3 11.5 13.9 14.1 15.0 15.6 16.4 17.7 18.6 19.5 28.0 34.4
0.9 5.2 6.7 7.9 8.5 10.7 13.0 13.2 14.2 14.8 15.6 16.9 17.8 18.7 27.7 34.5
0.8 5.2 6.7 7.1 7.7 9.8 12.0 12.2 13.2 13.8 14.6 15.9 16.8 17.8 27.1 34.0
0.7 5.2 6.7 6.2 6.9 8.8 10.9 11.2 12.1 12.7 13.5 14.7 15.7 16.6 26.1 32.9
0.6 5.2 6.7 5.3 6.0 7.8 9.7 10.0 10.9 11.5 12.2 13.4 14.3 15.2 24.7 31.0
0.5 5.2 6.7 4.5 5.1 6.7 8.4 8.7 9.5 10.1 10.8 11.8 12.7 13.5 22.6 28.3

β 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2041 2051
1.0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 2 12 24
0.9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 2 16 31
0.8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 2 3 21 39
0.7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 2 3 27 49
0.6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 3 4 35 59
0.5 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 2 4 6 43 69

β 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2041 2051
1.0 0 0 0 0 0 2 12 22 25 31 37 43 46 70 82
0.9 0 0 0 0 0 2 14 24 28 35 42 48 51 76 87
0.8 0 0 0 0 0 3 16 28 32 39 48 53 57 82 92
0.7 0 0 0 0 0 3 18 31 36 44 53 59 63 87 95
0.6 0 0 0 0 0 4 21 35 41 49 59 65 69 91 97
0.5 0 0 0 0 0 6 25 39 46 55 65 71 75 94 99
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２．スケトウダラ⽇本海北部系群の資源管理⽬標案等について

将来予測例

15

βを0.8とした場合の漁獲管理
規則と現状の漁獲圧
（F2015-2019*）の⽐較
 資源量も親⿂量も、緩やかに増

加する。
 漁獲量は回復するものの、過去

に⽐べ、低い⽔準にとどまる。
 しかし、加⼊尾数は⼤きく変動す

るため、推定幅が広くなっている。

1980 2000 2020 2040

40

80

120

160

200

400

600

0

0

1000

750

500

250

0

年

３．第１回検討会（札幌）における
指摘事項に対する試算結果

事項1︓
資源状態の説明について、最新の資源評価結果を反映するとともに、管理基準

値案や禁漁⽔準案、漁獲管理規則案、および将来予測結果について、最新の
資源評価結果に基づく諸数値に単純更新する。 → すでに説明済み
事項2︓
スケトウダラ⽇本海北部系群について、2021年漁期から5年間の漁獲を7,000

トン、8,000トン、9,000トン、10,000トンとして固定し、βを0〜1.0の範囲で0.1
単位として年別の各管理基準値案を上回る確率の試算を⾏う。
事項3︓
スケトウダラ太平洋系群について、2031年漁期に親⿂量が⽬標管理基準値を

上回る確率が50％となる具体的な安全係数βの数値を試算する。
事項4︓
⽔産庁と道漁連で⽅法を検討したうえで、繰越の⽅法（当初TACの何％まで

繰越可能か等）に対する試算・評価を⾏う。
16
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3．第１回検討会（札幌）における指摘事項に対する試算結果

事項2︓5年間漁獲量を固定した場合

17

 更新した再⽣産関係式、管理基準値案、禁漁⽔準案、および
漁獲管理規則案を⽤いて将来予測を⾏う

 2020年漁期の漁獲量はTAC（6.7千トン）
 2021年漁期から2025年漁期までの5年間の漁獲量は固定値

（7,000、8,000、9,000、10,000トン）
 2026年漁期から漁獲管理規則案による漁獲とする

将来予測のための条件設定

3．第１回検討会（札幌）における指摘事項に対する試算結果

事項2︓5年間漁獲量を固定した場合
 漁獲管理規則に従った場合の漁獲量の予測

 2021〜2025漁期を7千トンとしたときの漁獲量の予測

 2021〜2025漁期を8千トンとしたときの漁獲量の予測

単位︓千トン

単位︓千トン

単位︓千トン

18
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3．第１回検討会（札幌）における指摘事項に対する試算結果

事項2︓5年間漁獲量を固定した場合
 漁獲管理規則に従った場合の漁獲量の予測

 2021〜2025漁期を9千トンとしたときの漁獲量の予測

 2021〜2025漁期を1万トンとしたときの漁獲量の予測

単位︓千トン

単位︓千トン

単位︓千トン

19

3．第１回検討会（札幌）における指摘事項に対する試算結果

事項2︓5年間漁獲量を固定した場合
 漁獲管理規則に従った場合の限界管理基準値案を上回る確率

 2021〜2025漁期を7千トンとしたときの限界管理基準値案を上回る確率

 2021〜2025漁期を8千トンとしたときの限界管理基準値案を上回る確率

単位︓％

単位︓％

単位︓％
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3．第１回検討会（札幌）における指摘事項に対する試算結果

事項2︓5年間漁獲量を固定した場合
 漁獲管理規則に従った場合の限界管理基準値案を上回る確率

 2021〜2025漁期を9千トンとしたときの限界管理基準値案を上回る確率

 2021〜2025漁期を1万トンとしたときの限界管理基準値案を上回る確率

単位︓％

単位︓％

単位︓％

 2031年に限界管理基準値案を上回る確率に⼤きな差は⽣じていない
 1万トン固定でも、2025年漁期以降、β0.9以下であれば50％以上の確率となる 21

3．第１回検討会（札幌）における指摘事項に対する試算結果

事項4︓TACの繰越⽅法に対する試算・評価
⽔産庁と道漁連で⽅法を検討したうえで、繰越の⽅法（当初TACの何％まで繰越可能か等）
に対する試算・評価を⾏う。

資源管理⽅針に関する検討会（ステークホルダー会議）での意⾒︓
 TAC種では漁獲枠を超過しないように操業するので、どうしても「獲り残し」が⽣じる。
 これはABC以下の漁獲となるため、将来予測上、資源には余裕が出来るはず。
 獲り残した分を、翌年に繰り越せるようにしてほしい。

会議後、⽔産庁と道漁連からの要請︓
 「当初TAC（ABC）の○○％なら翌年に繰り越し出来る」 とのルールを作りたい。
 繰り越しを制度化するにあたり、どの程度の漁獲なら繰り越し可能なのか評価してほしい。

【機構から以下のような検討を⾏う旨を回答】︓
 その年の漁獲可能量全体の何％かを獲り残し、翌年に繰り越した場合のリスクを評価する。
 繰り越し上限を、当初ABC（漁獲管理規則案で予測される漁獲量）の何％にするかで、

影響を⽐較検討する。
 繰り越しは翌年のみ。

22
81



3．第１回検討会（札幌）における指摘事項に対する試算結果
事項4︓TACの繰越⽅法に対する試算・評価

23

1. 漁獲管理規則と親⿂量とで漁獲可能量（TACの当初値）が割り当てられる。
2. 当初値に対する獲り残しが⽣じれば、それは翌年への繰り越し対象となる。
3. 繰り越せるのは、繰り越し上限まで（当初値の○○％）。
4. 翌年の漁獲可能量は翌年の当初値に繰越分を合わせたものになる。

ある年 翌年

上限まで
繰り越し

翌年の漁獲可能量
（当初値+繰越分）ある年の漁獲可能量

（当初値）

実際の
漁獲

獲り残し

翌年の
漁獲可能量

当初値

実際の
漁獲

3．第１回検討会（札幌）における指摘事項に対する試算結果
事項4︓TACの繰越⽅法に対する試算・評価

獲り残し量を当初ABC（TAC）の５％、10％、15％、20％、25％、30％として、
翌年にその全量を消化した場合の資源に対する影響を確認* 。

β=1.0での試算
 獲り残し・翌年利⽤が当初の30％の場合（1万トンなら3千トン残した場合）

→漁獲量を繰り越した年に、漁獲圧がFmsyを上回る確率は59％。
→2031年に親⿂量が限界管理基準値案を上回る確率はほぼ変わらない。

 獲り残し・翌年利⽤が当初の20％の場合（1 万トンなら2千トン残した場合）
→漁獲量を繰り越した年に、漁獲圧がFmsyを上回る確率は37％。
→2031年に親⿂量が限界管理基準値案を上回る確率はほぼ変わらない。

 獲り残し・翌年利⽤が当初の10％の場合（1 万トンなら1千トン残した場合）
→漁獲量を繰り越した年に、漁獲圧がFmsyを上回る確率は27％。
→2031年に親⿂量が限界管理基準値案を上回る確率はほぼ変わらない。

評価
β=1.0の場合、獲り残し・翌年利⽤が30％の場合においても10年後の達成確率に⼤き

な影響は与えない。しかし、繰り越し分を利⽤した年の漁獲圧は漁獲圧が過剰になる確率
が50％を超えてしまう。

* 漁獲圧への影響は2021〜2031年のうち繰り越し量も漁獲する偶数年について検討 24
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3．第１回検討会（札幌）における指摘事項に対する試算結果
事項4︓TACの繰越⽅法に対する試算・評価
β=0.8での試算

獲り残し・翌年利⽤が当初の30％の場合（1万トンなら3千トン残した場合）
→漁獲量を繰り越した年に、漁獲圧がFmsyを上回る確率は23％。
→2031年に親⿂量が限界管理基準値案を上回る確率はほぼ変わらない。

獲り残し・翌年利⽤が当初の20％の場合（1 万トンなら2千トン残した場合）
→漁獲量を繰り越した年に、漁獲圧がFmsyを上回る確率は0％。
→2031年に親⿂量が限界管理基準値案を上回る確率はほぼ変わらない。

獲り残し・翌年利⽤が当初の10％の場合（1 万トンなら1千トン残した場合）
→漁獲量を繰り越した年に、漁獲圧がFmsyを上回る確率は0％。
→2031年に親⿂量が限界管理基準値案を上回る確率はほぼ変わらない。

評価
β=0.8の場合、獲り残し・翌年利⽤が30％の場合においても、10年後の達成確率に⼤

きな影響は与えない。しかし、繰り越し分を利⽤した年の漁獲圧は漁獲圧が過剰になる確
率が20％を超えてしまう。繰り越しが20％以下であれば、Fmsyを上回る確率が0％になる。

結論︓基準となるβを⾼い値にするのであれば、獲り残し・再利⽤割合を低くする必要がある。
→ 抑制的なABCならば、ある程度の獲り残し・再利⽤が可能。

25

3．第１回検討会（札幌）における指摘事項に対する試算結果
事項4︓TACの繰越⽅法に対する試算・評価

 漁獲量の獲り残しの繰り越しを制度化するには、そのルールの下で最も極端な
獲り残し・繰り越しを⾏う漁獲の仕⽅であっても、漁獲圧が最⼤持続⽣産量を
実現する漁獲圧（Fmsy）を超えないような制限（漁獲圧が過剰にならない
制限）を設けることが必要。

 将来予測において上記を満たす制限を検討したところ、β が0.9 以下の場合は、
繰り越し上限を、当初値の 5%まで、β が 0.8 以下の場合は当初値の 20%
までにする必要がある。

 望ましい繰り越し上限は漁獲シナリオで選択されるβ次第であり、採⽤するβが
⼤きいほど繰り越し上限は低くする必要がある。

 制度導⼊の際の問題点として、資源量・加⼊尾数が過⼤推定（評価の過
誤）で結果的にTACが過⼤になった場合（過剰漁獲の恐れ）を考慮し、資
源量が下⽅修正された場合には、漁獲量の繰り越しを⾏う際に更新された評
価結果を考慮するべきとの意⾒が⽰された。

26

まとめ
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β 0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

1.0 9 23 27 31 37 45 59

0.9 0 0 1 22 28 32 36

0.8 0 0 0 0 0 9 23

0.7 0 0 0 0 0 0 0

0.6 0 0 0 0 0 0 0

β 0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

1.0 9 23 27 31 37 38 39

0.9 0 0 1 22 28 28 29

0.8 0 0 0 0 0 0 0

0.7 0 0 0 0 0 0 0

0.6 0 0 0 0 0 0 0

β 0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

1.0 9 23 27 28 28 29 30

0.9 0 0 1 1 1 1 1

0.8 0 0 0 0 0 0 0

0.7 0 0 0 0 0 0 0

0.6 0 0 0 0 0 0 0

3．第１回検討会（札幌）における指摘事項に対する試算結果（参考）

事項4︓TACの繰越⽅法に対する試算・評価
★ 2021〜2031年漁期の漁獲圧（F値）がFmsyを上回るかについて検討。

獲り残し割合（0〜30%）と安全係数βの条件（0.6〜1.0）とでの組み合わせ
a) 繰り越し上限︓当初値の5％ b) 繰り越し上限︓当初値の10％ c) 繰り越し上限︓当初値の15％

d) 繰り越し上限︓当初値の20％ e) 繰り越し上限︓当初値の25％ f) 繰り越し上限︓当初値の30％

 漁獲管理規則案の安全係数β次第では、繰り越し上限によっては漁獲圧がFmsyを上回る。
 漁獲圧がFmsy を上回ることを防ぐには、β が0.9 以下の場合は、繰り越し上限を、当初値

の 5%まで、β が 0.8 以下の場合は当初値の 20%までにする必要がある 27

β 0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

1.0 9 23 23 24 25 26 27

0.9 0 0 0 0 0 0 0

0.8 0 0 0 0 0 0 0

0.7 0 0 0 0 0 0 0

0.6 0 0 0 0 0 0 0

β 0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

1.0 9 23 27 31 32 33 34

0.9 0 0 1 22 23 24 24

0.8 0 0 0 0 0 0 0

0.7 0 0 0 0 0 0 0

0.6 0 0 0 0 0 0 0

β 0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

1.0 9 23 27 31 37 45 46

0.9 0 0 1 22 28 32 32

0.8 0 0 0 0 0 9 9

0.7 0 0 0 0 0 0 0

0.6 0 0 0 0 0 0 0

注）⻘枠が取り残し全量を翌年使⽤する例

3．第１回検討会（札幌）における指摘事項に対する試算結果（参考）

事項4︓TACの繰越⽅法に対する試算・評価
★ 2031年漁期の親⿂量が限界管理基準値案を上回る確率（％）

獲り残し割合（0〜30%）と安全係数βの条件（0.6〜1.0）とでの組み合わせ
a) 繰り越し上限︓当初値の5％ b) 繰り越し上限︓当初値の10％ c) 繰り越し上限︓当初値の15％

d) 繰り越し上限︓当初値の20％ e) 繰り越し上限︓当初値の25％ f) 繰り越し上限︓当初値の30％

 同じβの条件において、獲り残しなしの場合の確率を上回るものを網掛けした。
 獲り残し割合が⾼く、かつ、繰り越し上限が低いと、獲り残し・繰り越しを⾏わない場合

よりも親⿂量が限界管理基準値案を上回る確率が⾼くなる。 28

β 0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

1.0 46 46 47 48 49 50 52

0.9 51 51 52 53 55 56 57

0.8 57 57 58 59 60 61 62

0.7 63 63 64 64 65 66 67

0.6 69 69 69 70 71 72 73

β 0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

1.0 46 46 46 47 48 49 50

0.9 51 51 51 52 53 54 56

0.8 57 57 57 58 59 60 61

0.7 63 63 63 63 64 65 66

0.6 69 69 68 69 70 71 72

β 0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

1.0 46 46 46 45 47 48 49

0.9 51 51 51 51 52 53 54

0.8 57 57 57 57 58 59 60

0.7 63 63 63 62 63 64 65

0.6 69 69 68 68 69 70 71

β 0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

1.0 46 46 46 45 45 46 47

0.9 51 51 51 51 50 52 53

0.8 57 57 57 57 56 57 58

0.7 63 63 63 62 62 63 64

0.6 69 69 68 68 68 69 70

β 0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

1.0 46 46 46 45 45 45 46

0.9 51 51 51 51 50 50 51

0.8 57 57 57 57 56 56 57

0.7 63 63 63 62 62 62 63

0.6 69 69 68 68 68 68 69

β 0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

1.0 46 46 46 45 45 45 45

0.9 51 51 51 51 50 50 50

0.8 57 57 57 57 56 56 56

0.7 63 63 63 62 62 62 62

0.6 69 69 68 68 68 68 68

注）⻘枠が取り残し全量を翌年使⽤する例
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スケトウダラオホーツク海南部
研究機関会議結果

国⽴研究開発法⼈ ⽔産研究・教育機構
1

（資料２－５）

内容
１．スケトウダラオホーツク海南部の令和2年度資源評価結果

２．資源管理⽬標等を導⼊した「新たな資源評価」について

３．スケトウダラオホーツク海南部の漁獲管理規則等の提案について

2
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スケトウダラオホーツク海南部の分布・回遊状況

 北⾒⼤和堆〜宗⾕地⽅沿
岸及びテルペニア湾周辺と推
定されているが、1990年代
以降、北⾒⼤和堆周辺では
明確な産卵群は確認されて
おらず詳細は不明

 産卵期は3〜5⽉

 現在は⽇本⽔域において主
産卵場が確認されておらず、
他の海域で発⽣し、成⻑の
ため⼀時的に来遊した群が
漁獲の主体と考えられる。

産卵場

移動・回遊等

分布海域
 北海道オホーツク海側〜

サハリン東岸に連続的に分布

１．スケトウダラオホーツク海南部の資源評価結果概要

沖底の漁場

3
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漁
獲
量

(千
ト
ン
）

漁期年

ロシア水域

オッタートロール

かけまわし100t以上

かけまわし100t未満

かけまわし合計

沿岸漁業

漁獲量の推移

 漁獲量の⼤部分は、沖底（かけまわし・オッタートロール）による。
 漁獲量は、1980年代前半までは概ね15万トン前後で推移したが、ソ連（ロシ

ア）⽔域の漁獲規制強化等で1986年漁期に⼤きく減少した。
 1990〜2009年漁期は増減を繰り返しながら3万トン以下で推移した。
 2006年漁期から増加傾向を⽰したが、2013年漁期以降は緩やかに減少した。
 2018年漁期から再び増加し、2019年漁期は5.6万トンであった。

漁期は、
4⽉〜翌年3⽉

１．スケトウダラオホーツク海南部の資源評価結果概要

4
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資源量指標値の推移

 資源量指標値は、スケトウダラ狙いかけまわしCPUEを⽤いる。
 近年の漁獲主体であるかけまわしのCPUEは、1996〜2005年漁期までは増

減はあるものの1.1〜3.7トン/網の低い⽔準で推移していた。
 2006〜2012年漁期に増加したのち、2013年漁期以降、減少傾向となった

がその後増加傾向に転じ、2019年漁期は8.5トン/網に上昇し、近年の最⼤
値となった。

１．スケトウダラオホーツク海南部の資源評価結果概要

5

スケトウダラ狙い︓
1⽇の総漁獲量に
占めるスケトウダラ
の割合が50%以
上の操業
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漁獲努⼒量の推移

 漁獲努⼒量は沖底の曳網数で評価
 オッタートロールの曳網数は、1984年漁期には16.5千網であったがその後⼤きく減少し、

1998年漁期以降は2002〜2004年漁期などを除き2千〜3千網台で推移している。
 近年の漁獲主体であるかけまわしの網数も減少しているが、1999年漁期以降は概ね

10千網前後で推移している。
 このうち、スケトウダラ狙いの曳網数は、2000〜2014年漁期には3.6千〜6.3千網で

推移し、2015年漁期にこれらを⼤きく上回る8.1千網となったが、その後減少したが、
2019年漁期は7.7千網に増加した。

１．スケトウダラオホーツク海南部の資源評価結果概要
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２．資源管理⽬標等を導⼊した「新たな資源評価」について

漁獲管理規則等の提案について
本資源はロシア⽔域と⽇本⽔域に連続的に跨って分布し、現

状で⽇本⽔域内に主産卵場の形成が確認されていないことか
ら、⽣活史の⼀時期に⽇本⽔域に来遊すると想定される。

ロシア⽔域内での本資源の再⽣産や加⼊、漁獲状況に関する
情報は限定的であり、既存の情報からは漁獲圧や資源量など
を定量的に評価することが難しい。

「漁獲管理規則およびABC算定のための基本指針」に従い
計算される管理基準値案に基づく漁獲管理規則の提案は
困難である。
本資源では、来遊量の年変動に配慮しながら漁獲を管理す
ることが重要である。

7

３．スケトウダラオホーツク海南部の資源管理⽬標案等について

資源管理⽅針に関する検討のための代替値

 資源量指標値（近年の漁獲主体であるかけまわしCPUEを選択）を資源
の来遊量の指標と考えて、その資源量指標値に累積正規分布を適⽤して
算出された「平均⽔準」、「過去最低値」を評価の基準にすることを提案する。

 平均⽔準は、資源量指標値の50%⽔準で3.41（トン/網）
 過去最低値は、資源量指標値の8%⽔準で1.14（トン/網）
 2019年漁期の資源量指標値は、平均⽔準を⼤きく上回る。

50%, 3.41トン/網

10%, 1.14トン/網

2018年漁期
CPUE：
8.5トン/網

平均⽔準

過去最低値

8
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スケトウダラ根室海峡
研究機関会議結果

国⽴研究開発法⼈ ⽔産研究・教育機構
1

（資料２－６）

内容
１．スケトウダラ根室海峡の令和2年度資源評価結果

２．資源管理⽬標等を導⼊した「新たな資源評価」について

３．スケトウダラ根室海峡の漁獲管理規則等の提案について

2
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スケトウダラ根室海峡の分布・回遊状況

 根室海峡に産卵場は存在
するが、四島周辺海域など
他の⽔域の産卵場について
は詳細不明。

 産卵期は１〜4⽉

産卵場

分布・回遊等
 産卵のため冬季に根室海峡へ

来遊する群れが主体
 産卵期以外は主にオホーツク海

南⻄部に分布すると推測される
跨り資源

１．スケトウダラ根室海峡の資源評価結果概要

3
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2000年漁期以降の拡⼤

漁獲量の推移

 漁獲量の⼤部分は、刺網と延縄による。
 総漁獲量は、1980年代には67千〜111千トンと多かったが、1989年漁期の

111千トンを最⾼に、その後急激に減少した。
 2000年漁期に10千トンを下回ったが、その後緩やかに増加して、2011年漁期に

は19千トンに達した。しかし、2012年以降は再び減少している。
 2019年漁期は、過去最低に近い4.3千トンであった。

漁期
4⽉〜翌年3⽉

１．スケトウダラ根室海峡の資源評価結果概要

4
90



資源量指標値の推移

 資源量指標値は、すけとうだら刺網漁業のCPUEを⽤いる。
 CPUEは、1989年の10.8（トン/隻⽇）を最⾼に、その後急激に減少しており、

2016年漁期以降は1.0トン/隻⽇を下回っている。
 2019年漁期のCPUEは0.71トン/隻⽇であり、過去最低値である。

１．スケトウダラ根室海峡の資源評価結果概要

5

2002年漁期以降はブロック操業以外

漁獲努⼒量の推移

 漁獲努⼒量はすけとうだら刺網の延べ出漁隻⽇数。
 すけとうだら刺網では2002年漁期まで⼤きく減少してその後はほぼ横ばい。
 2019年漁期は、すけとうだら刺網では1,098隻⽇で前年並み、はえ縄では117

隻⽇で前年と同数であった。
 すけとうだら刺網では、2002年漁期から複数の経営体がグループを作り、代表の

⼀隻が操業するブロック操業が本格的に導⼊されていたが、近年は漁獲が低迷し
ている。

１．スケトウダラ根室海峡の資源評価結果概要

6

漁
獲

努
⼒

量
（

延
べ

出
漁

隻
数

、千
隻

）

0

2

4

6

8

10

12

1981 1985 1989 1993 1997 2001 2005 2009 2013 2017

漁期年

すけとうだら刺し網

はえ縄

91



２．資源管理⽬標等を導⼊した「新たな資源評価」について

漁獲管理規則等の提案について
本資源は隣接⽔域に跨って分布し、⽇本漁船の操業⽔域に

は主に産卵のために⽣活史の⼀時期に来遊すると考えられる。

隣接⽔域内での本資源の再⽣産や加⼊、外国漁船による漁
獲状況は不明であり、⽇本漁船の操業⽔域における情報の
みでは漁獲圧や資源量などを定量的に評価することが難しい。

「漁獲管理規則およびABC算定のための基本指針」に従い
計算される管理基準値案に基づく漁獲管理規則の提案は
困難である。
本資源では、来遊量の年変動に配慮しながら漁獲を管理す
ることが重要である。

7

３．スケトウダラ根室海峡の資源管理⽬標案等について

資源管理⽅針に関する検討のための代替値

 資源量指標値（近年の漁獲主体であるすけとうだら刺網CPUEを選択）を資
源の来遊量の指標と考えて、その資源量指標値に累積正規分布を適⽤して算
出された「平均⽔準」、「過去最低値」を評価の基準にすることを提案する。

 平均⽔準は、資源量指標値の50%⽔準で3.14（トン/隻⽇）
 過去最低値は、資源量指標値の20%⽔準で0.71（トン/隻⽇）
 2019年漁期の資源量指標値は、平均⽔準を下回り、過去最低値。

50%, 3.14トン/隻日

20%, 0.71トン/隻日

2019年漁期
CPUE：
0.71トン/隻日

平均⽔準

過去最低値

8
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スルメイカ冬季発⽣系群
資源評価更新結果

1

（資料２－７）

内容

1. スルメイカ冬季発⽣系群の資源評価更新結果

2. スルメイカ冬季発⽣系群の管理基準値、将来予測等の提⽰

2
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1．スルメイカ冬季発⽣系群の資源評価結果

分布と⽣物学的特性

⽣物学的特性
 寿命︓約1年
 成熟開始年齢︓雄は約6〜7ヶ
⽉、雌は7〜8ヶ⽉以降

 産卵期・産卵場︓12〜翌年3
⽉、東シナ海

 ⾷性︓沿岸では⼩型⿂類、沖
合では甲殻類

 捕⾷者︓⼤型⿂類、海産哺乳
類

3

1．スルメイカ冬季発⽣系群の資源評価結果

漁獲量

 漁獲量は1980年代は低⽔準
 1989年以降増加し、1990年代から2015年まで⾼⽔準で推移
 2016年以降⼤きく減少し、2019年の漁獲量は⽇本・韓国・ロシア・中国の
合計で6.4万トン 4
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1．スルメイカ冬季発⽣系群の資源評価結果

資源量と親⿂量

 資源量は、1990年代から2015年まで⾼⽔準で推移し、2016年以降減少

 親⿂量も資源量と同じ傾向を⽰し、最新年（2020年）の親⿂量は限界管理基準
値案を下回る 5

資源量 親⿂量

 2016年以降の親⿂量の低下とともに、予測される加⼊量よりも低い
加⼊が継続

2．スルメイカ冬季発⽣系群の管理基準値案、将来予測等の提⽰

再⽣産関係（べバートン・ホルト型）
令和元年度資源評価で得られた1979〜2018年の親⿂量と1980~2019年の加⼊量
（親⿂から⽣み出された⼦の尾数）をもとに推定

6

親⿂量︓4.7万〜39.1万トン
加⼊量︓4.5億〜33.6億尾
の範囲にあった
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基準値案 期待できる平均漁獲量
（万トン）

対応する親⿂量
（万トン）

⽬標管理基準値案 14.9 23.4
限界管理基準値案 12.7 13.2
禁漁⽔準案 2.2 1.4

2．スルメイカ冬季発⽣系群の管理基準値案、将来予測等の提⽰

MSYと管理基準値案

MSY

MSYの
15%に
相当

MSYの
85%に
相当

本系群の⽬標管理基準値案としては最⼤持続⽣産量（MSY）が得られる親⿂量を、限界
管理基準値案としてはMSYの85％が得られる親⿂量※を提案した

7

※ Fmsyで漁獲
した場合に将来予
測の5年⽬に平均
親⿂量が⽬標管
理 基 準 値 案
（ SBmsy ） の
95%を達成する
最⼩の親⿂量

2．スルメイカ冬季発⽣系群の管理基準値案、将来予測等の提⽰

神⼾プロット（神⼾チャート）

親⿂量 多い少ない

1990年代と2000年代の⼀部を除いて、
 漁獲圧（F）は、 MSYを実現する漁獲圧を上回った
 親⿂量は、MSYを実現する親⿂量（SBmsy）を下回った

MSY⽔準の
漁獲圧

8

漁
獲
圧
の
⽐
（
F/
Fm
sy
）

⽬標管理基準値案

禁漁
⽔準案

限界管理基準値案
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2．スルメイカ冬季発⽣系群の管理基準値案、将来予測等の提⽰

親⿂量に対して提案する漁獲の強さ

MSYを実現する漁獲の強さ（Fmsy）にβを乗じた漁獲の強さβFmsyを基準とし
て、限界管理基準値案（SBlimit）を下回る場合には、さらに漁獲量の減少度に
応じて引き下げ、速やかな資源回復を⽬指す 9

2．スルメイカ冬季発⽣系群の管理基準値案、将来予測等の提⽰

将来予測 低加⼊シナリオについて

10

 近年5年は低加⼊が継続し、BH型再⽣産曲線より低い加⼊が発⽣
 海洋環境が不適であることにより、加⼊量が減少していると考えられる
 上記のような状況が今後も続くことが予想される

本資源では、近年の低加⼊が５年間継続した後、徐々に加⼊が好転する仮定である
低加⼊シナリオが研究機関会議において採⽤された
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2．スルメイカ冬季発⽣系群の管理基準値案、将来予測等の提⽰

将来予測表 〜低加⼊シナリオ〜
将来の親⿂量が⽬標管理基準値案を上回る確率（％）

将来の親⿂量が限界管理基準値案を上回る確率（％）

将来の平均漁獲量（千トン）

11

β 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2040 2050
1.0 0 0 0 0 0 0 1 3 8 13 18 19 54 60
0.9 0 0 0 0 0 0 1 6 14 21 27 29 63 69
0.8 0 0 0 0 0 0 3 11 21 31 38 39 70 76
0.7 0 0 0 0 0 1 5 17 31 41 47 47 75 80
0.6 0 0 0 0 0 2 10 26 41 49 52 54 78 83
0.5 0 0 0 0 2 5 17 36 50 55 56 60 80 86

β 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2040 2050
1.0 0 0 4 12 15 17 36 53 58 60 60 68 81 87
0.9 0 0 8 16 20 23 44 60 63 64 64 74 84 89
0.8 0 0 8 18 25 29 51 65 67 67 67 80 86 90
0.7 0 0 12 22 30 35 59 70 71 72 72 85 89 92
0.6 0 0 16 27 36 43 67 75 76 77 77 89 91 94
0.5 0 0 21 34 42 51 73 79 81 82 81 93 94 96

β 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2040 2050
1.0 47 14 26 35 41 43 54 73 84 90 95 102 162 179
0.9 47 13 24 34 39 43 54 72 82 89 94 101 158 174
0.8 47 12 22 32 38 42 53 70 80 87 92 99 152 167
0.7 47 10 20 30 36 40 51 67 77 83 88 95 143 156
0.6 47 9 18 27 34 38 49 63 72 78 83 90 132 143
0.5 47 7 16 24 30 35 45 57 66 72 75 82 117 127

2．スルメイカ冬季発⽣系群の管理基準値案、将来予測等の提⽰

将来予測例

12

実線は予測結果の平均値を、網掛
けは予測結果の80%が含まれる範
囲を⽰す

漁獲管理規則案に基づく将来予測
（β=0.8の場合）

現状の漁獲圧に基づく将来予測

⽬標管理基準値案（SBmsy） 限界管理基準値案 禁漁⽔準案 MSY

2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

現状漁獲圧 親⿂量 56 51 47 44 41 38 42 47 53 60 66
漁獲量 47 43 40 37 34 32 35 40 44 50 55

0.8Fmsy 親⿂量 56 75 90 101 107 112 137 158 175 189 198
漁獲量 47 12 22 32 38 42 53 70 80 87 92

将来の親⿂量(千トン) 将来の漁獲量(千トン)

漁
獲
量
（
千
トン
）

親
⿂
量
（
千
トン
）

漁期年 漁期年

千トン
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2．スルメイカ冬季発⽣系群の管理基準値案、将来予測等の提⽰

将来予測結果の変化
管理⽬標を達成する安全率βが資源評価更新によって引き下げ
 更新した資源評価（12⽉4⽇公表）では、2025年までを低加⼊とした

（12/4公表） （10/14公表）

β

低加⼊シナリオ

13

安全係数
β

2021年
漁獲量
（千トン）

2025年に
SBlimitを
上回る確率

2030年に
SBmsyを
上回る確率

2021年
漁獲量
（千トン）

2025年に
SBlimitを
上回る確率

2030年に
SBmsyを
上回る確率

1.0 14 17 18 13 31 20
0.9 13 23 27 12 38 29
0.8 12 29 38 11 45 38
0.7 10 35 47 10 52 46
0.6 9 43 52 8 59 53
0.5 7 51 56 7 65 59
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スルメイカ秋季発⽣系群
資源評価更新結果

1

（資料２－８）

内容

1. スルメイカ秋季発⽣系群の資源評価更新結果

2. スルメイカ秋季発⽣系群の管理基準値、将来予測等の提⽰

2
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1．スルメイカ秋季発⽣系群の資源評価結果

分布と⽣物学的特性

⽣物学的特性
 寿命︓約1年
 成熟開始年齢︓雄は約9ヶ⽉、
雌は10ヶ⽉以降

 産卵期・産卵場︓10〜12⽉、
北陸沿岸〜東シナ海

 ⾷性︓沿岸では⼩型⿂類、沖
合では動物プランクトン

 捕⾷者︓⼤型⿂類、海産哺乳
類、共⾷い

3

1．スルメイカ秋季発⽣系群の資源評価結果

漁獲量

 漁獲量は1980年代は低⽔準。1990年代に増加し1996年に31.7万トン
 2006年以降減少傾向
 2019年の⽇韓の漁獲量は4.8万トン、中国の漁獲量仮定値を含めると19.8万トン 4

漁期年

漁
獲
量
（
千
トン
）

※本系群の漁獲量や
資源量は漁期年（４
⽉〜翌年３⽉）の数
値を⽰す
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1．スルメイカ秋季発⽣系群の資源評価結果

資源量と親⿂量

資源量

 資源量は、1990年代から2014年まで⾼⽔準で推移し、2015年以降減少

 親⿂量も資源量と同じ傾向を⽰し、最新年（2020年）の親⿂量は限界管理基準
値案を上回るが、⽬標管理基準値案を下回る 5

親⿂量

漁期年
親
⿂
量
（
千
トン
）

 2016年以降の親⿂量の低下とともに、予測される加⼊量よりも低い加⼊
が継続

2．スルメイカ秋季発⽣系群の管理基準値案、将来予測等の提⽰

再⽣産関係（ホッケースティック型）
令和元年度資源評価で得られた1981〜2017年の親⿂量と1982~2018年の
加⼊量（親⿂から⽣み出された⼦の尾数）をもとに推定

6
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基準値案 期待できる平均漁獲量
（万トン）

対応する親⿂量
（万トン）

⽬標管理基準値案 27.3 32.9
限界管理基準値案 20.5 18.9
禁漁⽔準案 4.1 3.0

2．スルメイカ秋季発⽣系群の管理基準値案、将来予測等の提⽰

MSYと管理基準値案

MSY

MSYの
15%に
相当

MSYの
75%に
相当

本系群の⽬標管理基準値案としては最⼤持続⽣産量（MSY）が得られる親⿂量を、限界
管理基準値案としてはMSYの75％が得られる親⿂量※を提案した

7

※ Fmsyで漁獲
した場合に将来予
測の5年⽬に平均
親⿂量が⽬標管
理 基 準 値 案
（ SBmsy ） の
95%を達成する
最⼩の親⿂量

2．スルメイカ秋季発⽣系群の管理基準値案、将来予測等の提⽰

神⼾プロット（神⼾チャート）

親⿂量 多い少ない

2016年以降では、
 漁獲圧（F）は、 MSYを実現する漁獲圧を上回った
 親⿂量は、MSYを実現する親⿂量（SBmsy）を下回った

MSY⽔準の
漁獲圧

8

漁
獲
圧
の
⽐
（
F/
Fm
sy
）
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2．スルメイカ秋季発⽣系群の管理基準値案、将来予測等の提⽰

親⿂量に対して提案する漁獲の強さ

MSYを実現する漁獲の強さ（Fmsy）にβを乗じた漁獲の強さβFmsyを基準とし
て、限界管理基準値案（SBlimit）を下回る場合には、さらに漁獲量の減少度に
応じて引き下げ、速やかな資源回復を⽬指す 9

2．スルメイカ秋季発⽣系群の管理基準値案、将来予測等の提⽰

将来予測 低加⼊シナリオについて

10

 近年5年は低加⼊が継続し、HS型再⽣産曲線より低い加⼊も発⽣
 海洋環境が不適であることにより、加⼊量が減少していると考えられる
 上記のような状況が今後も続くことが予想される

本資源では、近年の低加⼊が５年間継続した後、徐々に加⼊が好転する仮定である
低加⼊シナリオが研究機関会議において採⽤された
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2．スルメイカ秋季発⽣系群の管理基準値案、将来予測等の提⽰

将来予測表 〜低加⼊シナリオ〜
将来の親⿂量が⽬標管理基準値案を上回る確率（％）

将来の親⿂量が限界管理基準値案を上回る確率（％）

将来の平均漁獲量（千トン）

11

β 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2040 2050
1.0 0 21 20 23 23 21 27 32 39 44 46 60 65
0.9 0 40 24 25 26 26 33 40 47 50 52 66 73
0.8 0 40 36 38 38 39 47 58 66 68 69 75 80
0.7 0 40 40 41 43 44 54 66 71 71 71 81 84
0.6 0 40 44 46 46 48 64 72 74 74 74 87 88
0.5 0 40 52 49 52 52 70 76 77 76 76 88 89

β 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2040 2050
1.0 100 60 68 69 67 67 74 81 82 83 83 92 94
0.9 100 60 68 70 71 71 80 85 86 85 85 93 95
0.8 100 60 72 77 75 76 85 88 89 88 88 94 96
0.7 100 60 84 83 84 85 91 93 93 93 93 96 98
0.6 100 80 84 88 90 90 95 96 96 96 96 98 99
0.5 100 80 84 93 94 95 98 98 98 98 98 99 99

β 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2040 2050
1.0 221 203 197 195 194 191 203 223 237 244 248 291 319
0.9 221 187 187 189 190 189 201 221 232 237 239 275 298
0.8 221 170 176 180 182 182 195 212 221 224 224 254 275
0.7 221 152 163 168 171 172 184 199 205 206 206 230 248
0.6 221 133 148 153 157 159 170 182 185 185 185 203 219
0.5 221 114 130 136 140 141 152 160 161 161 161 175 188

2．スルメイカ秋季発⽣系群の管理基準値案、将来予測等の提⽰

将来予測例

12

実線は予測結果の平均値を、網掛
けは予測結果の80%が含まれる範
囲を⽰す

漁獲管理規則案に基づく将来予測
（β=0.8の場合）

現状の漁獲圧に基づく将来予測

⽬標管理基準値案（SBmsy） 限界管理基準値案 禁漁⽔準案 MSY

2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

現状漁獲圧 親⿂量 225 229 224 207 193 181 182 185 189 192 195
漁獲量 221 224 219 202 189 177 178 181 185 188 191

0.8Fmsy 親⿂量 225 270 292 299 301 301 322 344 356 360 361
漁獲量 221 170 176 180 182 182 195 212 221 224 224

将来の親⿂量(千トン) 将来の漁獲量(千トン)

親
⿂
量
(千
ト
ン
)

漁期年 漁期年

漁
獲
量
(千
ト
ン
)

千トン

106



2．スルメイカ秋季発⽣系群の管理基準値案、将来予測等の提⽰

2021年漁獲量の上⽅修正について

13

⽬標管理基準値案
（SBmsy）

限界管理基準値案

禁漁⽔準案

2020年調査結果による上⽅修正
（41.6万トン→70.8万トン）
に伴い、2021年も上⽅修正
（34.6万トン→72.1.万トン）

2020年の親⿂量が限界管理基準
値案（これ未満ではF値をβ×Fより
減じる⽔準）より⾼い値に上⽅修正

2021年のFは、親⿂量が限界管理基準
値を上回る修正により上⽅修正

Fmsy

2021年の
資源量の変化
による上⽅修正
（7.3万トン）

MSY 加⼊量更新
による上⽅
修正（2.4
万トン）

資源量 親⿂量

漁獲圧（F） 漁獲量

年
研究機関会議(10/14公表)資源評価会議(12/4公表)

F=0.9Fmsyとした場合の
上⽅修正（3.0万トン）

2021年の漁獲量は、以下の３つの更新により10/14公表の6.0万トンから18.7万トンに上⽅修正された
①2021年資源量（将来予測起点）の上⽅修正
②2020年の親⿂量が限界管理基準値案を超えたことによるF値の上⽅修正
③2017年加⼊量の上⽅修正、2020年の再⽣産曲線より⾼い加⼊

2．スルメイカ秋季発⽣系群の管理基準値案、将来予測等の提⽰

将来予測結果の変化

2021年資源量の上⽅修正などにより、将来予測結果が変化

（12/4公表） （10/14公表）

β

低加⼊シナリオ

14

安全係数
β

2021年
漁獲量

（千トン）

2025年に
SBlimitを
上回る確率

2030年に
SBmsyを
上回る確率

2021年
漁獲量

（千トン）

2025年に
SBlimitを
上回る確率

2030年に
SBmsyを
上回る確率

1.0 203 67 46 66 48 34
0.9 187 71 52 60 63 41
0.8 170 76 69 54 77 52
0.7 152 85 71 48 87 69
0.6 133 90 74 42 94 76
0.5 130 95 76 35 98 86
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1．スルメイカ秋季発⽣系群の資源評価結果

中国漁獲量（仮定値）の追加

15

研究機関会議（10⽉14⽇公表）及び令和2年度資源評価（12⽉4⽇
公表）では中国漁獲量を考慮

資料調査の結果
2004年以降北朝鮮⽔域周辺で漁獲。2004、09、13年は他年に⽐べ

少ないと推測される
チョほか (2016) 、Park et al.（2020）等の論⽂で様々な推定が⾏

われているが、これらの推定値はそのまま採⽤できる精度ではない
チョほか（2016）の論⽂︓2万〜11万トン (ただし過⼩推定）
 Park et al.（2020）の論⽂︓年・⼿法により異なり、6万〜26万トン

新聞などで報道された商社筋情報では2018, 19年は15万トン/年前後

中間的な値である年間15万トンを仮定した
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漁獲シナリオの検討について

水産庁

資源管理方針に関する検討会資料（抜粋）

（資料２－９）

◎今回検討すべき事項

① スケトウダラ太平洋系群の漁獲シナリオ

（参考）スケトウダラ太平洋系群に係るＴＡＣ未利用分繰越しの試算

② スケトウダラ太平洋系群の漁獲シナリオ（追加）

③ スケトウダラ太平洋系群の漁獲シナリオの提案

（１）スケトウダラ太平洋系群

1
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44%
51%
58%

72%

85%

2031年漁期に親魚量が228千トンを上回る確率

（１）－① スケトウダラ太平洋系群の漁獲シナリオ

 2019年の親魚量は、目標管理基準値以上にある。

 10年後（2031年漁期）に親魚量が目標管理基準値を50％以上の確率で上回る漁獲シナリオを選択する。

 また「繰越し」に関する試算では、β＝0.9，0.85，0.8の場合、それぞれ当初ＴＡＣの５，10，15％までであれば、

適切な漁獲の強さ（Ｆmsy）を上回らないとの結果が出された。

β 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031

1 226 193 158 148 156 168 172 172 172 171 172

0.95 217 189 156 146 155 167 170 171 171 171 171

0.9 208 185 155 145 154 165 168 170 170 170 170

0.8 189 175 151 141 150 161 164 166 166 167 167

0.7 169 163 145 136 145 155 159 161 162 162 163

将来の漁獲量の平均値

単位：千トン青枠で囲われた部分は毎年の資源評価で更新される。

β 0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%
1 46 96 97 97 98 99 99

0.95 0 85 85 86 85 85 84
0.9 0 0 0 0 0 0 0

0.85 0 0 0 0 0 0 0
0.8 0 0 0 0 0 0 0

0.75 0 0 0 0 0 0 0
0.7 0 0 0 0 0 0 0

β 0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%
1 46 96 97 98 98 99 99

0.95 0 85 97 98 98 99 99
0.9 0 0 78 77 76 75 74

0.85 0 0 0 0 0 0 0
0.8 0 0 0 0 0 0 0

0.75 0 0 0 0 0 0 0
0.7 0 0 0 0 0 0 0

β 0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%
1 46 96 97 98 99 99 99

0.95 0 85 97 98 99 99 99
0.9 0 0 78 97 98 98 99
0.85 0 0 0 65 63 61 59
0.8 0 0 0 0 0 0 0

0.75 0 0 0 0 0 0 0
0.7 0 0 0 0 0 0 0

a) 繰り越し上限︓当初値の5％ b) 繰り越し上限︓当初値の10％ c) 繰り越し上限︓当初値の15％

赤枠で囲われた部分が今回の検討会の議論の焦点

繰越しに関する試算結果

2

（参考）スケトウダラ太平洋系群に係るＴＡＣ未利⽤分繰越しの試算
 直近５年分（平成26～30漁期年）の漁獲実績に、当初ＴＡＣの５％、10％、15％を上限とする未利用分（獲り

残し分）の繰越しが適用された場合の繰越数量、未利用分に対する繰越率を試算。

 当初ＴＡＣ全体に対する上限（％）の範囲内で未利用数量を繰り越すこととし、繰り越される全体数量の各区

分への配分は、未利用分（獲り残し分）の数量の比率により行うものと仮定。

漁期年 区分

実績 繰越上限（％）毎の繰越数量・繰越率

配分量
（万トン）

未利用数
量

（万トン）

上限５％ 上限10％ 上限15％
繰越数量

（全体繰越量を
未利用数量で

比例配分）

（万トン）

繰越率
（繰越数量

÷未利用数量）

（％）

繰越数量
（全体繰越量を
未利用数量で

比例配分）

（万トン）

繰越率
（繰越数量

÷未利用数量）

（％）

繰越数量
（全体繰越量を
未利用数量で

比例配分）

（万トン）

繰越率
（繰越数量

÷未利用数量）

（％）

H26

ＴＡＣ全体 21.0 5.6 1.1

19

2.1

38

3.2

56うち沖底 12.3 1.8 0.3 0.7 1.0

うち北海道 8.5 3.6 0.7 1.4 2.0

H27

ＴＡＣ全体 18.3 6.3 0.9

15

1.8

29

2.7

44うち沖底 10.9 2.6 0.4 0.8 1.1

うち北海道 7.3 3.5 0.5 1.0 1.5

H28

ＴＡＣ全体 18.0 8.0 0.9

11

1.8

23

2.7

34うち沖底 10.7 3.6 0.4 0.8 1.2

うち北海道 7.2 4.2 0.5 1.0 1.4

H29

ＴＡＣ全体 18.4 9.1 0.9

10

1.9

20

2.8

30うち沖底 11.0 5.2 0.5 1.1 1.6

うち北海道 7.4 3.7 0.4 0.7 1.1

H30

ＴＡＣ全体 17.3 9.7 0.9

9

1.7

18

2.6

27うち沖底 10.2 5.2 0.5 0.9 1.4

うち北海道 7.0 4.2 0.4 0.7 1.1

【試算結果】
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2031年漁期に親魚量が228千トンを上回る確率

（１）－② スケトウダラ太平洋系群の漁獲シナリオ（追加）
 2021年漁期から３年間ないし、５年間の漁獲を14万トン～19万トンまで１万トン刻みで固定し、βを0～1.0の

範囲として試算が行われた。

 漁獲量を固定した場合に、漁獲圧（Ｆ値）が最大持続生産量を実現する漁獲圧（Ｆmsy）を超過する確率を試

算した結果、５年間で50％を超過しないのは、16万トン以下とした場合であり、また３年間で50％を超過しな

いのは、17万トン以下とした場合であった。

 このため、漁獲量を固定する場合には、固定値の安定性を確保する観点から、16万トンで５年間、又は17万

トンで３年間が適当であると考える。

43%
56%
69%

2021 2022 2023 2024 2025 β 2026 2027 2028 2029 2030 2031

当初５年間
16万トン
固定

160 160 160 160 160
1.0 184 183 178 174 170 170
0.9 170 174 172 170 168 167
0.8 154 163 165 165 164 164

単位：千トン

固定漁獲量 2021 2022 2023 2024 2025
14万トン 0 0 0 0 9
15万トン 0 0 0 11 24
16万トン 0 0 0 36 42
17万トン 0 0 8 60 58
18万トン 0 0 58 77 72
19万トン 0 0 86 87 81

漁獲量を固定した場合に、漁獲圧（Ｆ値）が最大持続生産量を実現する漁獲圧（Ｆmsy）を超過する確率

45%
58%
72%

2021 2022 2023 β 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031

当初３年間
17万トン
固定

170 170 170
1.0 169 168 174 174 173 173 172 172
0.9 155 160 168 170 170 170 170 170
0.8 141 150 161 164 166 166 167 167

赤枠で囲われた部分が今回の検討会の議論の焦点
青枠で囲われた部分は毎年の資源評価で更新される。

4

（１）－③ スケトウダラ太平洋系群の漁獲シナリオの提案

 10年後（2031年漁期）に親魚量が目標管理基準値を50％以上の確率で上回る漁獲シナリオを選択する。

 漁獲シナリオは、以下のいずれかの中から選択するのが妥当と思料される。

≪ベースケースに基づく場合≫

①β＝0.9で、繰越し上限：当初ＴＡＣの５％

②β＝0.85で、繰越し上限：当初ＴＡＣの10％

③β＝0.8で、繰越し上限：当初ＴＡＣの15％

≪漁獲量を固定する場合≫

④当初５年間の漁獲量を16万トンとし、６年目（2026年）以降のβを0.9とする（繰越し規定なし）。

⑤当初３年間の漁獲量を17万トンとし、４年目（2024年）以降のβを0.9とする（繰越し規定なし）。

ただし、漁獲量固定値については、資源評価結果を踏まえ、必要に応じて見直すこととする。

（特に、毎年の資源評価の結果、親魚資源量が下方修正されて、漁獲量固定値に対応するFがＦmsy

を超えるような場合には、「対応するFがＦmsy未満となり、かつ2031年の目標管理基準値の維持確率

50％以上を確保」する漁獲量固定値に見直しすることとする。）

なお、漁獲量固定期間中に「大量来遊ルール（旧先行利用ルール）」が発動された場合には、翌漁期

中に実施する資源の再評価において、（ア）ルールが発動された漁期のＡＢＣの再計算には、β＝0.9を

適用する、（イ）翌漁期のＡＢＣの再計算及びその結果に基づく当該漁期のＴＡＣ変更は行わない。
5
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① スケトウダラ日本海北部系群の資源再建計画の提案

（参考）スケトウダラ日本海系群に係るＴＡＣ未利用分繰越しの試算

② スケトウダラ日本海北部系群の漁獲シナリオ（追加）

③ スケトウダラ日本海北部系群の漁獲シナリオの提案

◎今回検討すべき事項

（２）スケトウダラ日本海北部系群

6

2031年漁期に親魚量が171千トンを上回る確率

（２）－① スケトウダラ⽇本海北部系群の資源再建計画の提案
 本系群は、禁漁したとしても、10年間で目標管理基準値（38.0万トン）まで回復できないことから、暫定管理

基準値を設定する必要がある。

 暫定管理基準値の案として、限界管理基準値（17.1万トン）を提案する。

 この場合、当面の本系群の「資源再建計画」として、

「10年後（2031年漁期）に親魚量が、暫定管理基準値（17.1万トン）を50％以上の確率で上回ること」

とすることを提案する。

 資源再建計画全体の期間（最終年限）は、現状の試算結果において、目標管理基準値に50％の確率で達

成可能なシナリオが示されている、2041年（20年後）とし、資源回復状況を踏まえ、漁獲シナリオの見直しと併

せて見直しを行うこととする。なお、毎年の資源評価によって、10年以内に目標管理基準値（38.0万トン）に、

50％以上の確率で回復する漁獲シナリオが示された場合には、改めて議論を行うこととする。

 また「繰越し」に関する試算では、β＝0.9，0.8の場合、それぞれ当初ＴＡＣの５，20％までであれば、適切な

漁獲の強さ（Ｆmsy）を上回らないとの結果が出された。

46%

51%

57%

63%

β 2021 2022 2023 2024 2025 β 2026 2027 2028 2029 2030 2031

1 8.8 9.3 11.5 14.1 14.1 1.0 15.0 15.6 16.4 17.7 18.6 19.5

0.9 7.9 8.5 10.7 13.2 13.2 0.9 14.2 14.8 15.6 16.9 17.8 18.7

0.8 7.1 7.7 9.8 12.0 12.2 0.8 13.2 13.8 14.6 15.9 16.8 17.8

0.7 6.2 6.9 8.8 10.9 11.2 0.7 12.1 12.7 13.5 14.7 15.7 16.6

ベースケース

単位：千トン青枠で囲われた部分は毎年の資源評価で更新される。赤枠で囲われた部分が今回の検討会の議論の焦点 7
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（参考）スケトウダラ⽇本海系群に係るＴＡＣ未利⽤分繰越しの試算
 直近５年分（平成26～30漁期年）の漁獲実績に、当初ＴＡＣの５％、20％を上限とする未利用分（獲り残し

分）の繰越しが適用された場合の繰越数量、未利用分に対する繰越率を試算。

 当初ＴＡＣ全体に対する上限（％）の範囲内で未利用数量を繰り越すこととし、繰り越される全体数量の各区

分への配分は、未利用分（獲り残し分）の数量の比率により行うものと仮定。

漁期年 区分

実績 繰越上限（％）毎の繰越数量・繰越率

配分量
（トン）

未利用数量
（トン）

上限５％ 上限20％
繰越数量

（全体繰越量を
未利用数量で比

例配分）

（トン）

繰越率
（繰越数量

÷未利用数量）

（％）

繰越数量
（全体繰越量を
未利用数量で比

例配分）

（トン）

繰越率
（繰越数量

÷未利用数量）

（％）

H26

ＴＡＣ全体 13,000 5,915 650

11

2,600

44うち沖底 6,600 2,021 222 888

うち北海道 5,900 3,394 373 1,492

H27

ＴＡＣ全体 7,400 2,011 370

18

1,480

74うち沖底 3,700 819 151 603

うち北海道 3,300 792 146 583

H28

ＴＡＣ全体 8,300 2,259 415

18

1,660

73うち沖底 4,200 772 142 567

うち北海道 3,700 1,087 200 799

H29

ＴＡＣ全体 6,300 985 315

32

985

100うち沖底 3,400 290 93 290

うち北海道 2,500 295 94 295

H30

ＴＡＣ全体 6,300 664 315

47

664

100うち沖底 3,200 88 42 88

うち北海道 2,800 276 131 276

【試算結果】

8

2031年漁期に親魚量が171千トンを上回る確率

（２）－② スケトウダラ⽇本海北部系群の漁獲シナリオ（追加）

 2021年漁期から５年間の漁獲を７千トン、８千トン、９千トン、１万トンで固定し、

βを0～1.0の範囲として試算を行った場合は、以下のとおり。

追加シナリオ①

55%
59%
62%

2021 2022 2023 2024 2025 β 2026 2027 2028 2029 2030 2031

当初５年間
7,000トン
固定

7.0 7.0 7.0 7.0 7.0
1.0 18.3 18.1 18.4 19.5 20.5 21.6
0.9 16.6 16.6 17.0 18.2 19.2 20.3
0.8 14.8 15.0 15.6 16.8 17.8 18.8

追加シナリオ②

2021 2022 2023 2024 2025 β 2026 2027 2028 2029 2030 2031

当初５年間
8,000トン
固定

8.0 8.0 8.0 8.0 8.0
1.0 17.6 17.5 17.9 19.1 20.1 21.1

0.9 15.9 16.1 16.6 17.8 18.8 19.8

0.8 14.2 14.6 15.2 16.4 17.4 18.4

53%
57%
60%

追加シナリオ③

2021 2022 2023 2024 2025 β 2026 2027 2028 2029 2030 2031

当初５年間
9,000トン
固定

9.0 9.0 9.0 9.0 9.0
1.0 16.9 17.0 17.4 18.6 19.6 20.6

0.9 15.3 15.6 16.2 17.4 18.3 19.3

0.8 13.6 14.1 14.8 16.0 16.9 17.9

51%
54%
58%

追加シナリオ④

2021 2022 2023 2024 2025 β 2026 2027 2028 2029 2030 2031

当初５年間
10,000トン

固定
10.0 10.0 10.0 10.0 10.0

1.0 16.2 16.4 17.0 18.2 19.1 20.1

0.9 14.6 15.1 15.7 16.9 17.9 18.9

0.8 13.1 13.6 14.4 15.6 16.5 17.5

48%
52%
56%

単位：千トン

青枠で囲われた部分は毎年の資源評価で更新される。

赤枠で囲われた部分が今回の検討会の議論の焦点

差替版
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（２）－③ スケトウダラ⽇本海北部系群の漁獲シナリオの提案
 2019年の親魚量は、限界管理基準値以下にあり、「資源再建計画」を策定する。また目標管理基準値まで、

10年間で達成不可能なことから、暫定管理基準値を設定することとし、当面の本系群の「資源再建計画」を

「10年後（2031年漁期）に親魚量が、暫定管理基準値（17.1万トン）を50％以上の確率で上回ること」とする。

 資源再建計画は、少なくとも２年毎に達成状況を検証し、必要な見直しを行うこととする。

 この資源再建計画の基本となる考え方を踏まえ、漁獲シナリオは、以下のいずれかの中から選択するのが

妥当と思料される。

≪ベースケースに基づく場合≫

① β＝0.9で、繰越し上限：当初ＴＡＣの５％

② β＝0.8で、繰越し上限：当初ＴＡＣの20％

≪漁獲量を固定する場合≫

③ 当初５年間の漁獲量を８千トンとし、６年目（2026年）以降のβを0.9とする（繰越し規定なし）。

④ 当初５年間の漁獲量を９千トンとし、６年目（2026年）以降のβを0.85とする（繰越し規定なし）。

⑤ 当初５年間の漁獲量を１万トンとし、６年目（2026年）以降のβを0.8とする（繰越し規定なし）。

ただし、漁獲量固定値については、資源評価結果を踏まえ、必要に応じて見直すこととする。

（特に、毎年の資源評価の結果、親魚資源量が下方修正されて、漁獲量固定値に対応するFがＦmsy

を超えるような場合には、「対応するFがＦmsy未満となり、かつ2031年の目標管理基準値の維持確

率50％以上を確保」する漁獲量固定値に見直しすることとする。） 10

【参考︓前回スライドの再掲１】スケトウダラ⽇本海北部系群の現状

【将来の親魚量が目標管理基準値を上回る確率】

禁漁

 2019年の親魚量は、5.6万トンであり、限界管理基準値の17.1万トンを下回っていることから、「資源再建計

画」の対象となる。

 「資源再建計画」とは、限界管理基準値を下回った場合に、資源水準の値を目標管理基準値にまで回復さ

せるための計画である。

 10年後（2031年漁期）に親魚量が目標管理基準値を50％以上の確率で上回る漁獲シナリオを選択すること

を基本としているが、本系群の場合、たとえ禁漁したとしても、 10年後（2031年漁期）に親魚量が目標管理基

準値まで回復する確率は20％しかない。

β 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2031 2041 2051

1 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 2% 12% 24%

0.9 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 2% 16% 31%

0.8 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 3% 21% 39%

0.7 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 3% 27% 49%

0.6 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 4% 35% 59%

0.5 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 6% 43% 69%

0.4 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 7% 53% 78%

0.3 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 10% 61% 86%

0.2 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 12% 70% 91%

0.1 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 16% 78% 96%

0 0% 0% 0% 0% 0% 0% 1% 20% 86% 98% 11
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【参考︓前回スライドの再掲２】資源再建計画の策定
１．資源再建計画

 改正漁業法第12条第１項第２号及び第15条第２項第２号に基づき、資源評価の結果、資源水準の値が限

界管理基準値を下回る状態にあることが判明した水産資源については、当該資源水準の値が判明した管理

年度の末日から２年以内に、当該資源水準の値を原則として10年以内に目標管理基準値まで回復させるた

めの計画（資源再建計画）を定めるものとする。

 資源再建計画においては、①計画開始年度から当該資源水準の値が50パーセント以上の確率で目標管理

基準値を上回ると資源評価が示した年度の期間、②計画の検証方法、を定めるものとする。

２．期間

 資源再建計画の施行日の属する年度の初日から当該水産資源の資源水準の値が50パーセント以上の確率で目

標管理基準値を上回ると資源評価が示した年度の末日までの期間であって、年度単位で定める。

 原則として10年を超えないものとする。

 ただし、いかなる措置を講じても、当該水産資源の資源水準の値が10年以内に目標管理基準値を上回る値まで

回復する見込みがない場合には、当該水産資源の特性、当該水産資源に係る漁業の経営その他の事情を勘案し

て合理的と認められる範囲内で、10年を超える期間を定めることができる。

３．暫定管理基準値

 資源再建計画には、暫定的に10年を超えない期間ごとに回復させるべき目標となる資源水準の値（暫定管理基

準値）、暫定管理基準値を達成する年度及び当該年度に資源水準の値が暫定管理基準値を上回る確率を定める。

 「資源水準の値が暫定管理基準値を上回る確率」は、水産資源ごとに、50パーセント以上の値を定める。

４．検証

 少なくとも２年ごとに資源評価に基づき資源再建計画の達成状況の検証を行う。

 その結果に基づいて計画の見直しその他必要な措置を講ずる。

５．終了

 資源再建計画の期間が満了する前に資源水準の値が目標管理基準値を上回ることが判明した場合には、判明

した管理年度の末日をもって当該資源再建計画は終了する。 12

（３）－① スケトウダラ・オホーツク海南部

 来遊量の年変動に配慮しながら漁獲を管理することが重要との科学的助言が出されている。

 このため、ＴＡＣの設定に当たっては、科学的助言を踏まえ、「その他の目標となる値」とともに、具体的な数

値を検討する。

 なお、従来は、「来遊状況が良好な場合に対応できる数量」として、近年の最大漁獲量を基にＴＡＣを設定。

（４）－① スケトウダラ根室海峡

【スケトウダラ・オホーツク海南部の漁獲量の推移】 【スケトウダラ根室海峡の漁獲量の推移】
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 科学的助言を踏まえ、当面の間、「資源量指標値（近年の漁獲の主体であるかけまわしのCPUE）」を用いて

「その他の目標となる値」を定めることとし、その値を資源量指標値の過去平均水準である「3.41トン／網」とし

てはどうか。

 また、「本資源では、来遊量の年変動に配慮しながら漁獲を管理することが重要」との科学的助言を踏まえ、

当面の間、系群全体の資源状況が良好な場合に対応できる数量として、近年の最大漁獲量を基にＴＡＣを設

定することとし、2021年漁期のＴＡＣは、平成31年漁期の実績に基づき56,000トンとすることを提案する。

上記目標の達成状況等を踏まえ、必要に応じて見直しを行うこととする。

（３）－② スケトウダラ・オホーツク海南部の漁獲シナリオの提案
（４）－② スケトウダラ根室海峡の漁獲シナリオの提案

スケトウダラ・オホーツク海南部

 科学的助言を踏まえ、当面の間、「資源量指標値（近年の漁獲の主体であるすけとうだら刺網のCPUE）」を

用いて「その他の目標となる値」を定めることとし、その値を2019年の指標値である「0.71トン／隻日」としては

どうか。

 また、 「本資源では、来遊量の年変動に配慮しながら漁獲を管理することが重要」との科学的助言を踏まえ、

当面の間、系群全体の資源状況が良好な場合に対応できる数量として、近年の最大漁獲量を基にＴＡＣを設

定することとし、 2021年漁期のＴＡＣは、前年漁期と同量の20,000トン（P）とすることを提案する。

上記目標の達成状況等を踏まえ、必要に応じて見直しを行うこととする。

スケトウダラ根室海峡

14
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漁獲シナリオの検討について
（するめいか）

水産庁

資源管理方針に関する検討会資料から抜粋
（令和２年12月17日）

（資料２ー10）

４．今後検討すべき事項（スルメイカ）

① 冬季発生系群の現状

② 資源再建計画の策定

③ 冬季発生系群の漁獲シナリオ

④ 秋季発生系群の漁獲シナリオ

⑤ スルメイカとしての管理

⑥ スルメイカの資源特性に応じた資源評価手法・管理方策の検討

（参考）スルメイカの資源管理目標等一覧表

⑦ 中国、韓国、ロシアに対する資源管理の働きかけ

7
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４－① スルメイカ冬季発⽣系群の現状
 2020年の親魚量は、5.6万トンであり、限界管理基準値の13.2万トンを下回っていることから、「資源再建計

画」の対象となる。

 「資源再建計画」とは、限界管理基準値を下回った場合には、資源水準の値を目標管理基準値にまで回復

させるための計画である。

 10年後（2030年漁期）に親魚量が目標管理基準値を50パーセント以上の確率で上回る漁獲シナリオを選択

することが基本。

8

将来の親⿂量(千トン) 将来の漁獲量(千トン)

漁期年漁期年

SBmsy
234千トン

MSY
149千トン

４－② 資源再建計画の策定
１．資源再建計画

 改正漁業法第12条第１項第２号及び第15条第２項第２号に基づき、資源評価の結果、資源水準の

値が限界管理基準値を下回る状態にあることが判明した水産資源については、当該資源水準の値が

判明した管理年度の末日から２年以内に、当該資源水準の値を原則として10年以内に目標管理基準

値まで回復させるための計画（資源再建計画）を定めるものとする。

 資源再建計画においては、①計画開始年度から当該資源水準の値が50パーセント以上の確率で目

標管理基準値を上回ると資源評価が示した年度の期間、②計画の検証方法、を定めるものとする。

２．期間

 原則として10年を超えないものとする。

 ただし、いかなる措置を講じても、当該水産資源の資源水準の値が10年以内に目標管理基準値を

上回る値まで回復する見込みがない場合には、当該水産資源の特性、当該水産資源に係る漁業の経

営その他の事情を勘案して合理的と認められる範囲内で、10年を超える期間を定めることができる

（注：本資源には該当しない）。

３．検証

 少なくとも２年ごとに資源評価に基づき資源再建計画の達成状況の検証を行う。

 その結果に基づいて計画の見直しその他必要な措置を講ずる。

４．終了

 資源再建計画の終期前に資源水準の値が目標管理基準値を上回ることが判明した場合には、判明

した管理年度の末日をもって当該資源再建計画は終了する。

9
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４－③ スルメイカ冬季発⽣系群の漁獲シナリオ

 スルメイカは、単年魚であることから、将来予測の不確実性が他の魚種と比較して大きいため、親魚量が10

年後に目標管理基準値を上回る確率に加え、５年後に限界管理基準値を上回る確率も示されている。

10

β 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

1 73 85 92 96 99 120 135 147 156 163

0.9 74 87 96 102 105 128 146 160 172 180

0.8 75 90 101 107 112 137 158 175 189 198

0.7 76 93 105 114 120 148 172 192 208 219

0.6 77 96 110 121 129 160 189 212 230 242

0.5 78 99 116 129 140 175 208 235 255 267

18%
27%
38%
47%
52%

56%

将来の親魚量の平均値 単位：千トン

β 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

1 14 26 35 41 43 54 73 84 90 95

0.9 13 24 34 39 43 54 72 82 89 94

0.8 12 22 32 38 42 53 70 80 87 92

0.7 10 20 30 36 40 51 67 77 83 88

0.6 9 18 27 34 38 49 63 72 78 83

0.5 7 16 24 30 35 45 57 66 72 75

将来の漁獲量の平均値 単位：千トン

青枠で囲われた部分は毎年の資源評価で更新される。赤枠で囲われた部分が今回の議論の焦点

17%
23%
29%
35%
43%
51%

2030年漁期に親魚量が23.4万トンを上回る確率

2025年漁期に親魚量が13.2万トンを上回る確率

４－④ スルメイカ秋季発⽣系群の漁獲シナリオ

 スルメイカは、単年魚であることから、将来予測の不確実性が他の魚種と比較して大きいため、親魚量が10

年後に目標管理基準値を上回る確率に加え、５年後に限界管理基準値を上回る確率も示されている。

11

β 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

1 245 258 256 254 252 267 284 297 305 310

0.9 257 274 277 277 276 295 314 327 334 337

0.8 270 292 299 301 301 322 344 356 360 361

0.7 283 312 323 328 329 352 375 385 387 386

0.6 297 333 350 356 359 384 407 413 413 413

0.5 311 358 377 387 390 418 439 442 441 440

46%
52%

69%

71%

74%

76%

将来の親魚量の平均値 単位：千トン

β 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

1 203 197 195 194 191 203 223 237 244 248

0.9 187 187 189 190 189 201 221 232 237 239

0.8 170 176 180 182 182 195 212 221 224 224

0.7 152 163 168 171 172 184 199 205 206 206

0.6 133 148 153 157 159 170 182 185 185 185

0.5 114 130 136 140 141 152 160 161 161 161

将来の漁獲量の平均値 単位：千トン

青枠で囲われた部分は毎年の資源評価で更新される。赤枠で囲われた部分が今回の議論の焦点

67%

71%

76%

85%

90%

95%

2030年漁期に親魚量が32.9万トンを上回る確率

2025年漁期に親魚量が18.9万トンを上回る確率
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４－⑤ スルメイカとしての管理

 スルメイカ資源は、周年にわたり再生産を行っているが、特に冬季と秋季の発生する群の資源量が卓越し

ていることから、冬季発生系群と秋季発生系群の２系群に分けた資源評価が行われてきた。

 系群の判別は、漁獲された月を地域別の分類表に基づき、どちらの系群として扱うのかを判断した上で、資

源評価を行っている。（例：日本海の本州で漁獲された生鮮のスルメイカは、４月～10月を秋季、11月は秋季・

冬季を半々、12月～３月を冬季として扱う。）

 こうした資源評価の状況に加え、操業実態を踏まえ、これまでスルメイカとして管理を行ってきたことから、令

和３年漁期のTAC管理においても、従来どおり、スルメイカとして管理を行うこととする。

資源評価単位 管理単位 対象海域 （注：現行のTAC管理と同様）

スルメイカ冬季発生系群

スルメイカ 全国

スルメイカ秋季発生系群

12

４－⑥ スルメイカの資源特性に応じた資源評価⼿法・管理⽅策の検討

 スルメイカは、単年性の魚種であることから、通常の資源評価手法を用いると、２年前にいなくなった資源量

を基に、そこから３年後以降の資源量を推定し、漁獲量を計算することとなる。

 このため、現実に即した資源評価を行うことは、複数年寿命のある他の魚種よりも、格段に難しい問題と

なっている。

 欧米でも、単年性のイカ類の資源評価では、代替指標を用いるなど、イカ類資源の特性に合わせた資源評

価を行っており、この結果に基づき、TAC管理が行われている。

 我が国のスルメイカ資源についても、イカ類特有の資源特性に応じた資源評価手法の開発とTAC管理への

応用が求められることから、水研機構におかれては、来年の資源評価に向けて、その手法の開発と検討を進

めていただきたい。

13
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（参考）スルメイカの資源管理⽬標等⼀覧表

14

ＡＢＣ:分布水域全体の生物学的許容漁獲量（Allowable Biological Catch）

ＴＡＣ:日本ＥＥＺへの割り当て

参考

2017年 2018年 2019年 2020年
2021年
（案）
更新前

2021年
（案）
更新後

2019年
親魚量
更新前

2019年
親魚量
更新後

2020年
親魚量

目標
管理
基準値
（案）

限界
管理
基準値
（案）

禁漁
水準
（案）

冬季
発生
系群

ＡＢＣ 水域全体 6.9 3.1 1.8 1.1
1.0

（β=0.7）

0.7
（β=0.5）

5.9 6.3 5.6 23.4 13.2 1.4ＴＡＣ 日本水域 4.2 1.9 1.8 1.1 1.0 0.7

漁獲実績
水域全体 5.4 4.5 6.4
日本水域 2.9 2.3 2.9

秋季
発生
系群

ＡＢＣ 水域全体 15.6 12.9 4.9 4.6
6.0

（β=0.9）

18.7
（β=0.9）

15 13.4 22.5 32.9 18.9 3
ＴＡＣ 日本水域 9.4 7.9 4.9 4.6 6.0

漁獲実績
水域全体

8.7 5.7 4.8

23.7* 20.7* 19.8*
日本水域 3.5 2.4 1.5

合計

ＡＢＣ 水域全体 22.5 16 6.7 5.7 7.0 19.4
ＴＡＣ 日本水域 13.6 9.8 6.7 5.7 7.0 （単位：万トン）

漁獲実績
水域全体

14.1 10.2 11.2

29.1* 25.2* 26.2*
日本水域 6.4 4.7 4.4

* 中国の漁獲量15万トン（仮定値）を過去に遡り、2004年から加えた。

４－⑦ 中国、韓国、ロシアに対する資源管理の働きかけ

 スルメイカは、分布範囲が排他的経済水域の内外に存在する魚類資源（ストラドリング魚類資源）であり、主

たる生息水域は我が国の排他的経済水域。

 今後、資源管理に関する二国間の働きかけをしていく。

15

秋季発生系群 冬季発生系群

このためにも、先んじて自国の管理をより適切な形としていく必要
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参考：スルメイカ資源管理方針に関する検討会 議事概要より抜粋
（令和２年12月17日）

（７）藤田資源管理部長より、これまで議論の総括として、以下の点を挙げた。

 我が国漁船による漁獲割合の減少が進む中、関係する外国等との適切な資源管理措
置の実施を踏まえたＴＡＣ管理を進めることが重要との指摘があった。この点は、外国と
の交渉なので、公の場で具体的な内容を言及するのは適切ではないが、しっかり努力
していく。

 研究機関として、資源評価精度の向上に努力されてきたことは評価。他方、今回の資源
評価を踏まえてＴＡＣの設定を行うことは、間違ったメッセージになるとの指摘があった。

 資源評価について、単年生の資源であるが故の難しさ、変動の大きさが、管理の方法
にも関連して、改善を進める必要がある。

（中略）

（８）検討会の結果、令和３年漁期のＴＡＣは、暫定的に前年同の5.7万トンとすること、資

源評価等の進捗を踏まえ、来年度に再度資源管理方針に関する検討会を開催することが
取りまとめられた。
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世界のイカ管理の例 資料２-１１
資源評価 MSYの計算方法 管理手法 漁獲量 主な漁法

NAFO
カナダマツイカ
(Northern shortfin
squid)

調査船調査から得られ
る豊度(資源量）指数、平
均体重、漁獲死亡率（相
対F)（漁獲量×10,000/
豊度指数）等を考慮して
把握

×

1998年からTAC:34,000トン
豊度指数×相対Fで計算
豊度指数は低漁獲量期間（83-
97)の平均
相対Fは、最大漁獲量（97年）に
対応する値

175トン（２０１９） トロール

アルゼンチン
アルゼンチンマツイカ
(algentin shortfin
squid)

北資源については漁期
前調査で加入量を推
定。
南は英と同じ。

×

北資源は漁期制限に加えて、初
期資源量から禁漁にすべき水準
に達したところで勧告。
南は英と同じ。

亜：16万９千（as of
Oct. 31) 釣り

英領フォークラ
ンド

アルゼンチンマツイカ
(algentin shortfin
squid)

漁期はじめの加入量を
漁獲量報告に基づいて
DeLury法に基
づいて推定

×

相対逃避率一定となる再生産管
理：漁期中の漁獲データ（日別、
週単位報告）とMを考慮して得ら
れる資源量を推定し、逃避率４
0％に達したところで漁獲停止。

釣り

ペルー アメリカオオアカイカ

ペルーEEZ：状態空間モ
デルによるBSPM（ベイ
ズ型プロダクションモデ
ル）

プロダクションモデルにより
算定

TAC 317千トン（２０１８) 釣り

米国
カリフォルニアヤリイ
カ
（market squid)

×
少なくとも30%逃避率（egg
escapment)となる漁獲死亡を
Fmsy.

2年連続で逃避率が30％を下
回った場合、「モニター対象種」か
ら管理対象種にする（通常は、水
揚げ上限、週末禁漁、禁漁区の
設定、隻数制限等により管理）

73713トン（17-18漁
期）
34244トン（18－19漁
期）
加州のみ

まき網

米国
アメリカケンサキイカ
(Longfin squid)

トロール調査（春、秋）か
らのcatchability-
adjusted swept-area
biomass

１９７６年～2008年の調査か
ら推定された平均資源量の
中央値をKの90％と見込み、
target Bmsy proxyとして
50%K。Threshold Bmsy procy
として50% target Bmsy proxy.

資源評価で過去に最も
exploitation ratioが高かった１９９
３年の漁獲から求めた２３４００ト
ンをABC。

12,457トン
（2019年）

米国
マツイカ
(shortfin squid)

×

過去の漁獲実績中、最も高い漁
獲量からABCを２６０００トン（２０
１９年）と設定。これに4.52%の投
棄率を考慮してTACを設定。

27,276トン
（2019年）

※　水産庁において、公表資料に基づき、確認可能な範囲でとりまとめたもの
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